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経済前提の設定

1.過去の財政再計算における経済前提の設定

年金財政の将来見通 しを作成するにあたつては、人 口に関する前提のほか、経

済状態に対応 した報酬の上昇や物価スライ ド等を将来推計に織 り込むため、物価

上昇率、賃金上昇率、運用利回 りとい う経済前提を置 く必要がある。 これまでの

財政再計算における経済前提は第 1表のとお り設定されてきた。

賃金再評価・物価ズライ ドの仕組みが導入 された昭和 48年財政再計算では、そ

れ以前の時期が高度成長期にあり、標準報酬上昇率の実績値が 20%を超えるよう

な時期があつたが、将来の賃金上昇率の設定としてこのような実績値にのみ基づ

くのではなく、当時の政府の経済計画における実質経済成長率の見通 しを参考に

賃金上昇率を段階的に下げるような設定とされた。昭和 51年財政再計算 も同様に、

高度成長やその後のオイルシ ョックによる状況の変化を勘案 し、過去の実績だけ

でなく経済計画における経済成長率の見通 し等を踏まえて設定 された。昭和 55

年以降の財政再計算においては、過去の実績 と当時の政府による経済成長率の見

通 し等を総合的に勘案するとい う考え方のもとで経済前提が設定されてきた。

第 1表 過去の財政再計算における経済前提

実施年度 賃金上昇率 運用利回り 物価上昇率

日召禾口48年

13%(3召和48～ 52)
lo%(日召和53～ 57)
8%(8召和58～ 62)
7%(昭和63- )

6.2% 5%

日召不口51Z手
10%(日召不口51～ 55)
8%(日召和 56～ 60)
6%(昭和61- )

6.5%(昭和51～ 55)
6.2%(昭和56～ 60)
6% (昭不口61～ )

昭和55年 7% 6% 5%

B召和 59年 5% 7% 3%

平成元年 4.1% 5.5% 2.0%

平成6年 4.0% 5.5% 2.0%

平成H年 2.5% 4.0% 1.5%
平成 16年
爆 期の前掃 )

2.1%(平成21～ ) 3.2%(平成21～ )

1.0%
(平成21～ )

(注 )経済前提が複数ケース設定されている場合は、標準的なケースについて記載している。
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平成 16年財政再計算の長期的な経済前提については、将来、労働力人口が増加

から減少に転ずることが見込まれている状況の中で、過去の実績をそのまま延長

するという手法を採らず、過去の実績を基礎としつつ、日本経済の潜在成長率の

見通しや労働力人口の見通し等を踏まえてマクロ経済の観点から整合性のとれた

推計に基づいて設定された。また、足下の当面 5年間程度の経済前提については

内閣府による経済成長率等の試算に準拠して設定された。

第 2図 財政再計算における前提と実績

(1)賃金上昇率

1965  1970  1975  1980  1985  1990  1995  2000  2005  2010  2015
(年 )

(注 )標準報酬上昇率の1998年 以降は性。年齢構成の変動による影響を控除した厚生年金の名目標準報酬
上昇率であり、1997年以前は年末(12月 )の平均標41報酬月額の対前年同月比の伸び率である。

1965  1970  1975  1980  1985  1990 1995  2000  2005  2010  2015
(年 )

μ
２５

(2)物価上昇率
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2。 今回の財政検証における経済前提の設定の基本的考え方

財政検証に用いる経済前提の設定方法については客観性の確保が求められてい

ることから、今回の経済前提は、社会保障審議会年金部会に設置 された経済前提

専門委員会において、専門的・技術的な事項について行われた検討結果の報告 (平

成 20年 11月 )に基づいて設定されたものである。
長期的な経済前提については、平成 16年財政再計算における設定の考え方 と

同様、過去の実績を基礎 としつつ、日本経済の潜在成長率の見通 しや労働市場ヘ

の参加が進むことを見込んだ労働力人 口の見通 し等を踏まえてマクロ経済の観点

から整合性のとれた推計を行い、長期間の平均 として設定することを基本的な考

え方 とされている。この長期的な経済状況については、平成 20(2008)年度後半以

降の日本経済及び世界経済の金融危機に起因する混乱を脱 した後、再び安定的な

成長軌道に復帰することを想定 した上で、その段階での平均的な姿を見通 したも

のとなつている。財政検証に用いる経済前提 としては、経済前提専門委員会によ

る検討結果の報告で示 された経済前提の範囲の中央値 をとることとした。

なお、平成 27(2015)年 度までの足下の経済前提は、内閣府が作成 した「経済財

政の中長期方針 と 10年展望比較試算」 (平成 21年 1月 )に準拠す ることとした。

3.長期の設定に用いるマクロ経済に関する推計の枠組み

長期の経済前提の設定にあたつて、平成 16年財政再計算においては、先にも述
べたとおり、今後は労働力人口が増加から減少に転じることが見込まれている状

況の中では、過去の実績平均をそのまま伸ばすという手法は適切な方法ではない

と考えられたことを踏まえt過去の実績を基礎としつつ、日本経済の潜在成長率
の見通しや労働力人口の見通し等を反映した、マクロ経済に関する試算に基づい

て設定されていた。今回の財政検証に用いる経済前提を検討した経済前提専門委

員会では、この手法が諸外国の方法との対比でみても基本的に妥当であると考え

られたことから、同様の手法が用いられているg

マクロ経済に関する試算とは具体的には、成長経済学の分野で 20～30年の長

期の期間における一国経済の成長の見込み等について推計を行う際に用いられる

新古典派経済学の標準的な生産関数であるコブ 0ダグラス型生産関数に基づいて

経済成長率等の推計を行 うものである。

コブ 。ダグラス型生産関数とは、GDPの 資本と労働に対する分配率が一定と
いう仮定の下で、GDPを 資本と労働の関数として表すものである。コブ・ダグ
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ラス型生産関数の下では、生産技術等が変化しなければ、経済成長率 (実質GD
P成長率)は、「資本成長率×資本分配率」と「労働成長率×労働分配率」の合計
に等しくなるが、実際には生産技術等の進歩があるためにこの合計以上の成長が

観測されており・、その差を全要素生産性 (TFP)上 昇率と定義している。

経済成長率 (実質GDP成 長率 )
= 資本成長率×資本分配率 + 労働成長率 ×労働分配率
十 全要素生産性 (TFP)上 昇率

ここで、労働成長率を労働力人 口 (人数)ではなく総労働時間の変化率 と捉え
るとすると、単位労働時間当たりの実質GDP成 長率は、実質 GDP成 長率から
労働成長率を差 し引いたものであることか ら、以下の式で表される。

単位労働時間当たり実質GDP成 長率
= 実質GDP成 長率 ― 労働成長率
=(資本成長率一労働成長率)× 資本分配率 十 全要素生産性上昇率

(注 )労働分配率-1=― 資本分配率であることを用いた。

また、資本成長率は、総投資率 と資本減耗率を用いて、以下のように表 される。

資本成長率 =総 投資率×GDP/資 本ス トックー資本減耗率

さらに、日本経済の利潤率は資本分配率と資本減耗率を用いて、以下のように

表される。

利潤率 =資 本分配率×GDP/資 本ス トック可資本減耗率

これ らの式を用いると、 a.全要素生産性上昇率、 b.資本分配率、 c.資 本
減耗率、 d.総投資率の 4つのパラメータを設定すれば、マクロ経済の観点から
整合性のとれた

ア 単位労働時間当た り実質 GDP成 長率
イ 利潤率

の値を推計できる。

さらに、上記の 「単位労働時間当た り実質 GDP成 長率」に被用者年金被保険
者の平均労働時間の変化率を加えたものが、被用者年金 1人 当た り実質 GDP成
長率であり、これが実質賃金上昇率に等 しいものとみて、以下のように設定され

ている。
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実質賃金上昇率 (被用者年金被保険者 1人あたり実質賃金上昇率)

= 単位労働時間当たり実質GDP成 長率
+被 用者年金被保険者の平均労働時間の変化率

4.労働投入量の設定

平成 16年財政再計算における長期の経済前提を設定する際に用い られたマク
ロ経済に関する試算では、労働投入量として労働力人 口を採用 し、コブ・ダグラ

ス型生産関数によつて得 られる労働力人口 1人あた り実質経済成長率を実質賃金

上昇率 とみなされていた。

今回の財政検証における検討においては、労働力人口とい う人数の要素だけで

はなく、短時間雇用者が増カロしていく見通 しとなっていることに着 日して、 1人
あた り平均労働時間に与える影響を織 り込んだ延べ労働時間が労働投入量として

用いられることとなつた。すなわち、労働力人口といつたマンベースではなく、

総労働時間とい うマンアワーベースが採用 された。

マンアワーベースの労働投入量の具体的な推計手順を示 したものが、第 3図で

ある。以下では、この流れに沿つて具体的な手法を解説する。

第 3図  マンアワーベースの労働投入量の推計手順

※日本の将来推計人口(平成18年 12月 推計)

※世帯推計(平成20年3月推計)

※労働力需給の推計(平成20年 3月推計)

※労働力需給の推計(平成20年 3月推計)

性・年齢別11来推計人口

男性、女性有配偶、女性無配偶別・年齢別 11来推計人口

男性、女性有配偶、女性無配偶別。年齢別 労働力人口

男性、女性有配偶、女性無配偶別・年齢別 就業者数

男性、女性有配偶、女性無配偶lll・ 年齢別 腱用者数 雇用者以外の就業者数

フルタイム麗用者数
(35時間以上)

平均労働時間
(フルタイム)

平均労働時間
(短時間)

総労働時間 (マンアワーペースの労働投入量)
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)人口の設定

労働投入量の推計の基礎となる人口については、国立社会保障 0人 口問題

研究所の直近の推計である「日本の将来推計人口 (平成 18年 12月 推計)」

を用いられている。また、女性有配偶、女性無配偶の人口を「日本の世帯数

の将来推計 (全国推計)(平成 20年 3月 推計)」 における女性人口に占める

有配偶者の割合を用いて以下のとおり算出されている。

女性有配偶人 口の将来推計

=将 来推計人 口の女性人口 × 女性人 口に占める有配偶者の害1合
女性無配偶人 口の将来推計

=将 来推計人 口の女性人ロ ー 女性有配偶人 口

2)労働力人口及び就業者数の設定
人 口に占める労働力人 口や就業者数の割合である労働力率や就業率につ

いては、独立行政法人労働政策研究・研修機構による「労働力需給の推計 (平

成 20年 3月 )」 の うち、平成 20年 4月 にとりまとめられた 「新雇用戦略」

やその後の雇用政策の推進等によって実現すると仮定 される状況を想定 し

たものである「労働 市場への参加が進むケース」が用いられている。これ ら

を用いて、労働力人 口及び就業者数について、それぞれ男性、女性有配偶、

女性無配偶別かつ年齢別に以下のとお り算出されている。なお、就業率 とは

人 口に占める就業者数の害1合のことである。

労働力人口の将来推計 =将 来推計人 口 × 労働力率の将来推計
就業者数の将来推計 =労 働力人口の将来推計

× (就業率の将来推計/労働力率の将来推計 )

(3)

り

雇用者数の設定

次に、就業者に占める雇用者の割合を設定 し、就業者数に乗 じることによ

雇用者数が算出される。

雇用者数の将来推計 =就業者数の将来推計
× 就業者に占める雇用者の割合の将来推計
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就業者に占める雇用者の割合 (以下、雇用者比率と呼ぶ)を設定するにあ

たって、総務省「労働力調査」により過去実績の推移をみると、平成 19(2007)

年における就業者の内訳は、雇用者が 86%程度、自営業主が 10%程度、家

族従業者が 4%程度となつている (第 4図 )。

第 4図  就業者の内訳 (平成 19(2007)年 )

男女計

6.412万 メ、

(96)

100

7,8o(fr^)

雇用者比率を男女別にみたものが第 5図である。男性は、就業者数、雇用

者数 ともに平成 9(1997)年頃をピークに頭打ち傾向にあるなか、雇用者比率

は緩やかな上昇傾向にある。女性は、就業者数に頭打ち傾向が見 られるが、

雇用者数は増加傾向が続き、雇用者比率は上昇傾向にある。ただし、男女 と

もに足下で 86%程度の水準まで高まってお り、今後、頭打ち傾向に転ずるも

のと考えられる。             '

第 5図  男女別にみた雇用者比率の推移
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また、これ を年齢階級別にみたものが第 6図 である。男性は、年齢が高く

なると割合が低下する傾向にあるものの、長期的にみれば一様に上昇 してい

る様子がみ られる。女性については、20歳代前半までの若年層割合は 30年

前から既に高水準にあり、20歳代後半から 60歳代にかけてはどの階級にお

いても顕著な上昇傾向が見られる。
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第 6図  年齢階級別にみた雇用者比率の推移
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以上の状況を踏まえつつ、将来の雇用者比率は、出生率の将来推計に用い

られるコーホー ト要因法を用いて設定することとされた。設定方法のイメー

ジを第 7図 に示 している。 コーホー ト (生まれ年)毎に年齢別の雇用者比率
をみると、どのコーホー トでも年齢が上がるにつれて徐々に割合が低下して

いき、特に 60歳近 くになると急激に低下する傾向がある。また、若いコーホ

ー トほど割合が高くなつている。 この傾向を用いて、若い世代において年齢

とともに害1合が低下する度合いが、それより年上の世代において低下してい

る度合いと同 じであるとして、若い世代における雇用者比率を延長推計する

ものである。具体的には、平成 19(2007)年の実績値を足元にして、あるコー

ホー ト (t年 に x歳の世代)が x歳から(x+1)歳 に歳を 1つ とる間の雇用者比

率の変化が、過去 5年間の当該変化率の平均になると仮定 して、以下のよう
な計算式で算出された。

El=El二 |×
:落(J:|) 〔: :

就業者に対する雇用者の割合

年齢、 t:年

ヽ
―
―
―
ノ

また、60歳以上の男性については、就業率が現在の水準よりも高まる分、
雇用者比率が高まることが仮定されている。
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第 7図 雇用者比率の設定方法 (イ メージ )

雇用者比率

(X+5)年 生まれ

○ コーホート別に年齢別の雇用者比率をみると、同じ年齢でも若い

世代ほど雇用者比率が高くなつており、また、各コーホートの年齢別
雇用者比率は、総じて、単調減少になつている。〈女性は、M字カー
プがみられるが、近年、その傾向がかなり小さくなつている。)

〇 この傾向を利用して、(X+5)年 生まれの者の65歳時の雇用者
比率は、X年生まれの者の60歳から65歳への雇用者比率の減少
の幅力《(X+5)年生まれの者でも同じであると仮定して計算すること
とする。

※ 実際の計算は、各年齢のデータを5年平均値を用いて計算。

このような方法によるコーホー ト別の雇用者比率を示したものが第 8図

であり、これに基づく男女別の雇用者比率は第 9図のとおりとなつている。

男女ともに足下で 86%程度であった雇用者比率が、90～92%程度の水準で頭
打ち傾向になるものと見込まれている。

第 8図  コーホー ト別にみた雇用者比率
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第 9図  雇用者比率の推移と見通 し

(%)

実『澤通
しm2阻 3

|

860    雇用者数 /就業者数
I

24  2007笙 F

女 性

実√¬責通し9L  91J。
π     /
1     雇用者数 /就業者数
864

754ノ  1
2007重
「

【男 性 】 (%)

100

95

90

85

80

75

70

65

60

55

50

100

95

90

35

80

75

70

65

60

55

50

1972 1992   2012   2032   2052   2072   2092 (J手 )    1972   1992   2012   2032   2052   2072   2092 (年 )

(4)短時間雇用者割合及び平均労働時間の設定
マンアワーベースの労働投入量を推計する上で、雇用者に占める非正規雇

用者の害1合 が上昇 している傾向を織 り込むことが適切であると考えられた。

このことを踏まえ、雇用者を週所定内労働時間が 35時間以上であるフルタ

イム雇用者 と 35時間未満である短時間雇用者に分けて推計が行われた。

労働力需給の推計における「労働市場への参加が進むケース」においては、

雇用者に占める短時間雇用者の割合 (以下、短時間雇用者比率と呼ぶ)及び

平均労働時間に関する前提が置かれてお り、それを示 したものが第 10表 で
ある。

第 10表  労働市場への参加が進むケースにおける短時間雇用者
、 比率と平均労働時間の前提

短時間雇用者比率

基本設定として、産業別の短時間雇用者比率の上限値を推
計し、その上限値に漸近線を設定して各産業の2030年値を
求め、2030年にその産業平均値の35.4%となるよう直線補
完。

平均労働時間

フルタイム
2006年の月間180時間から2012年にかけて3%減の174.6時
間になるように直線補完。2012年以降一定。

短時間雇用者
2006年の90.2時間から2030年に110.1時間まで増加するよう
直線補完。

(出典)労働力需給の推計 (2008年 3月 、独立行政法人労働政策研究・研修機構)
(注 )短時間雇用者とは、ここでは週所定内労働時間が35時間未満の者をいう。
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第 3図に示しているように、次に、短時間雇用者比率及び平均労働時間の

設定について、第 11表に示す平成 17(2005)年の国勢調査結果における性、
年齢階級別の短時間雇用者比率を基礎データとして、性、年齢階級別の短時

間雇用者比率が設定され、さらに、フルタイム雇用者、短時間雇用者それぞ

れの平均労働時間が設定されているもなお、平均労働時間及び性、年齢階級

別の短時間雇用者比率については男女計の短時間雇用者比率が、ともに第 1

0表の前提と整合的になるように推計され、2030年以降については一定とさ

れている。

第 11表  国勢調査による短時間雇用者比率

%
性

年齢

男性 女性

有酉己偶

女性

無配偶等

15～ 19歳
20～ 24歳
25～ 29歳
30～ 34歳
35～ 39歳
40～ 44歳
45～ 49歳
50～ 54歳
55～ 59歳
60～ 64歳
65～ 69歳
70～ 74歳
75～ 79歳

７

　

０

７

６

　

９

７

　

０

１

１

　

７

　
３

　
１

　

６

８

　

３

　
７

５

　

４

　
４

　

５

　
６

　
８

　
５

　
９

　
５

　

０

４

　
２

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

２

　
３

　
４

　

５

48.1

42.6

39.9

46.6

53.0

52.5

48.6

47.2

47.3

54.0

54.7

55,9

59,9

64.4

26.6

15.9

17.9

20.0

21.0

22.8

26.8

31,7

48.2

57.3

59.6

61.4

(注 2)就業者 (体業者を除く)の うち就業時間が35時間未満
である者の割合である。

また、就業者のうち雇用者でない者の平均労働時間については、労10」力調

査における自営業主と家族従業者の平均就業時間を加重平均したもの (平成

18(2006)年で週 40.1時間)に基づいて設定されている。

5)マ ンアワーベースの労働投入量の推計結果
以上の設定に基づいて、マンアワーベースの労働投入量である総労働時間

の推計が行われた結果は第 12図 に示す とお りである。男女計で平成
18(2006)年 には 1,20o億時間超である総労働時間が、人口の減少に伴い平成

42(2030)年 には 1,090億時間程度になるとの見通しとなつている。
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第 12図  総労働時間 (マ ンアワー)の推移

(億時間 )

1,400

1,200

1,000
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2010 2020 2030 2040

(年 )

(補論 )非正規雇用者の動向について

働き方が多様化する中で、雇用者に占める非正規雇用者の害1合が高まつている

ことがよく指摘 され る。 ここでは非正規雇用者の動向について確認する。なお、

ここでい う非正規雇用者 とは、労働力調査で使用 されている非正規の職員 。従業

員のことを指 し、JJJめ先での呼称によつて、一般職員あるいは正社員などと呼ば

れている正規の職員・従業員以外のパー ト、アルバイ ト、労働者派遣事業所の派

遣社員、契約社員、嘱託などのことをし′ヽう。これは、週所定内労働時間による区

分ではないため、短時間雇用者 とは概念が異なることに留意が必要である。

労働力調査によると、男女とも非正規雇用の割合が上昇傾向にあり、どの年齢

層でもこの 10年間で高まつている様子が見 られる (第 13図 )。
非正規雇用の動向を就業形態別にみると、パー ト、アルバイ トの割合が最近低

下傾向にあ り、派遣社員、契約社員、嘱託などの割合が高まってお り、非正規雇

用の中でも就業形態の多様化が進んでいることがみ られる (第 14表 )。
このことか ら、非正規雇用者の就業時間別分布をみると、就業時間が週 30時

間よりも短い非正規雇用者の割合はやや低下傾向にある (第 15図 )。
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第 i3図  非正規雇用の割合

〈非正規雇用さ1合、%) (非正規雇用割合、%) 男 性 (年齢階級別)
60 80

60

40

20

0

奥線:2006年 度末(2007年 1～ 3月 )
点線:1996年 度末(1997年 2月 )

15～ 2425～ 3435～ 4445～ 5455～ 6465～ 歳

路撃翌里壁=2」
笙墾型堕螢堕盤型

60
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1983 1986 1991 1996 2001 2006 0

実線:2006年 度末(2007年 1～ 3月 )
魚練:1996年度末 (1997年 2月 )

15～ 2425～ 3435～4445～ 5455～6465～歳
(年度末)

(注)総務省「労働力調査(鮮細集計)」「労働力調査特別調査」による。
年度末時点に近い調査として、2000年度までは翌年2月調査、2001年度以降は翌年1～ 3月 平均を用いている。

第 14表 非正規雇用の就業形態別分布

(出典)総務省「労働力調査 (詳細結果)」「労働力調査特別調査」。
平成15年以降は年平均、平成11年以前は2月 調査。

第 15図  非正規雇用の就業時間別分布

平成19年

平成15年

平成11年

0       20       40       60       80

(出典)総務省「労働力調査 (言羊細結果)」「労働力調査特別調査」。

100 (o/o)

平成15年以降は年平均、平成11年以前は2月調査。男女計の分布である。

女

男

男女計

非正規の

職員

・従業員
パート・アルバイト

パート |アルバイト

労働者派遣

事業所の

派遣社員

契約社員

・嘱託 その他

平成19年 100.0% 67.2% 47.5% 19.7% 7.7% 17.2% 7.9%

平成15年 100.0% 72.4% 49。 7% 22,7% 3.3% 15.7% 8.6%

平成11年 100.0% 83.6% 56.0% 27.6% 16.4%

平成フ年 100.0% 82.4% 56.2% 26.2% 17.6%

平成3年 100.0% 81.8% 58.2% 23.6% 182%
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厚生労働省 「就業形態の多様化に関する総合実態調査」によつて就業形態別の

週所定労働時間の分布や厚生年金に適用される割合をみたものが第 16表である。
非正社員であつても、契約社員、嘱託社員、出向社員、派遣労働者では週所定労

働時間が 30時間以上の割合が高く、厚生年金に適用される労働者の割合も高めで

ある。このことから非正規雇用者の中でも派遣社員、契約社員、嘱託などの割合

が高まることにより、厚生年金の適用となる非正規雇用者の割合が高まっている

ことが考えられる。

第 16表 就業形態別にみた週所定労働時間の分布と厚生年金適用割合

就業形態

週 所 定 労 働 時 間 の 分 布
厚生年金に適
用される労働
者の割合計

30時 間 未 満

|うち20時間未満

30時間以上

正社員        (659%) 1000% 100.0% 993%

lF正 土員           (341%) 100.0% 370% 143% 630% 47.1%

契約社員     (2.4%) 100.0% 14.0% 68% 86.0% 722%

嘱託社員     (15%) 1000% 91% 3.1% 909% 84.5%

出向社員     (16%) 1000% 0 9it 00% 991% 893%

派遣労働者    (2.1%) 100.0% 129% 871% 673%

的雇用者   (05%) 1000% 18、5% 57.7% 22.7%

パートタイム労働者 (22.5%) 1000% 49.8% 50.2% 347%

その他      (3.6%) 1000% 13′ 2%

(注 1)就業形態の欄の括弧内は労働者全体に対するそれぞれの就業形態の労10j者の害1合。
(注2)男女合計のデータである。
(出典)厚生労4Jj省「平成15年 就業形態の多様化に関する総合実態調査」の個人調査。

5.全要素生産性上昇率等の設定

(1)全要素生産性上昇率の設定
経済成長の原動力となる全要素生産性 (TFP)上 昇率について、平成 16
年財政再計算では 0.4%、 0.7%、 1.0%の 3通 りの前提が置かれていた。

最近の動向等をみると、内閣府「平成 19年度年次経済財政報告」等にお
いては、足下で 1%程度の水準まで高まっているとの分析がなされており、
また、内閣府「日本経済の進路と戦略」参考試算 (平成 20年 1月 )等にお
いては、平成 23(2011)年 度にかけて、成長シナリオでは 1.4～ 1.5%程度ま

で上昇、リスクシナリオでは 0.9%程度で推移するとの前提が置かれている。

これを踏まえ、今回の財政検証では、1.0%を 中心として設定されたほか、

1.3%、 0.7%の 3通 りの前提を置いて、ケニスごとに推計が行われた。
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2)資本分配率の設定
資本分配率の過去の実績は、国民経済計算をもとに「1-雇用者報酬/(固
定資本減耗十営業余剰 (純)+雇用者報酬 )」 として算出されている。今回
は、平成 9(1997)～ 18(2006)年度実績の平均値に基づいて 39.1%と 設定され

ており、平成 4(1992)～ 13(2001)年度実績の平均値に基づいて設定された平

成 16年財政再計算の 37.3%よ りも高くなっている (第 17図 )。

(3)資本減耗率の設定
資本減耗率の過去の実績は、国民経済計算をもとに「固定資本減耗/有形
(純)固定資産」として算出されている。今回の財政検証では、平成 9(1997)

～18(2006)年 度実績の平均値に基づいて 8.9%と 設定されており、平成 4

(1992)～ 13(2001)年度実績の平均値に基づいて設定された平成 16年財政再

計算の 8.2%よ りも高くなつている (第 17図 )。

第 17図 資本分配率と資本減耗率の設定

(%) 資本分配率 資本減耗率
60

今回の設定値
8.996

資本減耗率の実績値 ヽ

平成16年財政再計算
の設定値 8.2%

1971 1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011 2016
(年度 )

(4)総投資率の設定
総投資率の過去の実績は、国民経済計算をもとに「(総固定資本形成十在

庫品増加)/名 日GDP」 として算出されている。過去の実績の傾向が長期
的に低下していることを踏まえ、平成 16年財政再計算と同様、対数正規曲

線により外挿して設定する方法が用いられている。平成 16年財政再計算以

後に判明した実績値を織 り込んで対数正規曲線による外挿が見直されたと

ころ、平成 16年財政再計算よりもやや低い設定とされている (第 18図 )。

(%)

本分配率

＼

今回の設定値
39 1%

/
平成16年財政再計算
の設定値 373%

1971 1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011 2016
(年度 )
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第 18図  総投資率の設定

1971  1976 1981  1986 1991 1996 2001  2006 2011 2016 2021 2026 2031 2036 2041

(年度 )

(補論)総投資率と総貯蓄率の関係について

名目GDPに 対する固定資本形成の割合を表す総投資率に関係する指標とし
て、名目GDPに 対する貯蓄の割合を表す総貯蓄率がある。海外とのやりとりが
ない閉鎖経済の下では、総投資率と総貯蓄率は同じものとなる。しかし、実際に

は資本市場は基本的に自由化されている中で、海外とのやりとりが行われており、

両指標は完全に一致するものではなく、その差は貯蓄投資バランスと呼ばれてい

る。日本における総投資率と総貯蓄率の関係を、国民経済計算をもとにみると第

19図 のとおり、両指標に若千の差はあるものの、上昇または低下の動きが類似
している。1970年代以降、長期的には両指標とも緩やかに低下しており、1980

年代後半に上昇、1990年代から2000年にかけては低下、2000年代に入つておお

むね横ばいという動きも両指標で一致しており(両指標は強い相関関係にあると
考えられる。

総投資率と総貯蓄率が強い相関関係にあることを踏まえ、総貯蓄率を企業、家

計、政府という経済主体別に分解し、企業および家計からなる民間部門の総貯蓄

率をみたものが第 20図である。1970年代後半以降、家計部門の総貯蓄率は低下
傾向にあり、高齢化の進展に伴う動きであると考えられる。その反面、企業部門

の総貯蓄率は上昇傾向にあることから、民間部門全体としての総投資率は長期的

におおむね横ばいの動きとなつている様子がうかがえる。
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第 19図 総投資率と総貯蓄率
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(注)総貯蓄率は国民経済計算をもとに「 I貯蓄(純)+固定資本減耗
+海外からの資本移転等 (純 )1/名 目GDP」 として算出。

第 20図 民間部門の総貯蓄率
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(注 )総貯蓄率は国民経済計算をもとに「〔貯蓄(純)+固定資本減耗〕/名 目GDP」 として算出。
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6. マクロ経済に関する推計結果

先に述べた複数の計算式およびパラメータの設定をもとに、単位労働時間あた

り実質GDP成 長率や利潤率が逐次的に毎年度算出されている。推計結果につい
ては、平成 27(2015)～ 51(2039)年度の単純平均値として第 21表に示しており、
その推計過程を第 22表 に示している。

第21表 マクロ経済に関する推計結果

第 22表  マクロ経済に関する推計過程

平成27(2015)
～51(2039)
年度の平均

実質経済成長率
労働時間あたり
実質経済成長率

被用者年金
被保険者 1人あたり
実質賃金上昇率

利 ,間率

TFPl.0%の場合 0.77% 1.58% 1.51% 9.7%

TFPl.3%の場合 1.17% 1.98% 1.91% 10.3%

TFPO.7%の場合 0.36% 1.17% 1.10% 9.1%

(全要素生産性上昇率が1 0%の場合)

25 (201
21  (20'

2'  (201
20  (2016
20  (2017

31 (201

44  (2032

平成27(2015)～ 51(2009)年 度平均    0,'ヽ 1    16Bヽ l   o7ヽ l    -0011

被用者年金被保l■者1人あたり実質賃金上昇率(CD+⑬)    ,31ヽ
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(全要素生産性上昇率が1 3%の場合)
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さらに、被用者年金被保険者 1人 あた りの平均労働時間については、労働投入

量の設定の際に用いた平均労働時間と整合的になるように推計が行われている。

この変化率 (平成 27(2015)～ 51(2039)年度平均で▲0.07%)を単位労働時間あた
り実質 GDP成 長率に加えた実質賃金上昇率は、全要素生産性上昇率 1.0%の ケ
ースで 1.4～ 1.6%の範囲、全要素生産性上昇率 1.3%の ケースで 1.8～ 2.0%の範

囲、全要素生産性上昇率 0.7%の ケースで 1」 0～ 112%の範囲と推計 されている。

7.長期の運用利回りの設定

公的年金における積立金の運用は、厚生年金保険法等の規定により、長期的な

観点か ら、安全かつ効率的に行 うこととされている。 この基本的な考え方に照 ら

すと、「安全」とい う観点からリスクを低 く抑えるために、国内債券 といった リス

クの低い資産への投資が中心 となる一方で、「効率的」という観点から、国内外の

債券や株式等を一定程度組み入れた分散投資を行っているところであり、一定の

リスクの下で期待収益率を出来る限 り高めることが求められるところである。

今回の財政検証における長期の運用利回 りは、このような考え方を踏まえ、平

成 16年財政再計算における設定方法と同様に、①長期間の平均 としての国内債券

の運用利回 りを日本経済の長期的な見通 しと整合性をとつて設定した上で、②内

外の株式等による分散投資による効果を上積みすることとして設定することとさ

れた。 この うち、国内債券の運用利回 りは、将来の実質長期金利に物価上昇率を

加えたものとして、長期の運用利回 りを次式のように設定されている。

長期の運用利回 り =将 来の実質長期金利 +分散投資効果十物価上昇率

将来の実質長期金利については、平成 16年財政再計算で用いた、過去におけ

る実質長期金利の実績を基礎としつつ、利潤率と関連づけて設定する方法は一定

の合理性があると考えられ、今回もこの方法を採ることとされた。

具体的に、過去における実質長期金利 (10年 国債応募者利回りから消費者物価

上昇率を除いたもの)と 日本経済全体の利潤率との関係をみたものが第 23図で
ある。 1980年代後半から 1990年代始めにかけて利潤率が高くなっている時期に

は実質長期金利も高く、1990年代後半から 2000年代の利潤率が低い時期の実質

長期金利は低いというように、実質長期金利と利潤率の間には正の相関が認めら

れる。                    ヽ
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第 23図 実質長期金利と利潤率の推移
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(注 1)利涸率はコプ・ダグラス型生建関数より求まる減価償却性の利潤率の式、「利潤準=資本分配率 X GDP÷ 資本ストックー資本減耗率Jを用い.
資本分配率は「1-雇用者41酬 (所得)ノ (固定資本減耗+曽集余環1+雇 用者報酬(所得)'」 .資本ストックはr有形固定資虚」、
資本減長率はr固定資本減耗/有影日定資壺 (層年)Jとし、国民経済計算の敷値により計諄。

(注 2)実 質金利は,名 目金利―CP!上 昇率により計諄 .

これに着 目して、実質長期金利の過去 15～ 25年間の平均 (2.14～ 3.03%)を

基礎 として、過去の利潤率 と、マクロ経済に関する推計で得 られた将来の利潤率

の比率を乗 じることによって、将来の実質長期金利が推計 された。推計結果は第

24表のとお りであ り、全要素生産性上昇率 1.0%の ケースで 2.4～ 3.0%の範囲、
全要素生産性上昇率 1.3%の ケ∵スで 2.5～ 3.2%の範囲、全要素生産性上昇率

0.7%のケースで 2.3～ 2.8%の範囲と推計されている。

第 24表 実質長期金利の推計結果

実質長期金利

(過去平均)

①

利潤率

(過去平均)

②

利潤率

(推計値)

③

利潤率

変化割合

④=③/②

実質長期金利

(推計値)

⑤=① X④

全要素生産性上昇率が10%の場合
過去25年平均(1982-2006) 98% 099 301%

ilD去 20年平均(1987-2006)

過去15年平均(1992-2006)

金要素生産性上昇率が1396の場合

過去25年平均(1982-2006) 10391 318%

過去20年平均(1987-2006) 94% 103% 1.09

過去15年平均(1992-2006) 255%

金要素生産性上昇率が0.7%の場合

過去25年平均(1982-2006) 3.03%

過去20年平均 (1987-2006) 2.48% 241%

過去15年平均(1992-2006) 214% 86% 91%
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また、内外の株式等による分散投資による効果については、全額を国内債券で

運用 した場合の リスクと等 しいリスクの下で最も効率的な分散投資を行つた場合

において想定される期待収益率の上積み分がそれに相当するものと考える設定方

法が用い られている。理論的には、第 25図 に示すように、全額を国内債券で運
用 した場合 (図の▲印)の リスクと等 しい リスク水準の下で図の★印で示 される
リターンまで上積み出来ることになる。今回は、この差 (★印 と▲印の リターン

の差 )が 0.4～ 0.5%ポイン ト程度 と見込まれた ところであるが、保守的に見込む

とい う観点を織 り込むことにより下限は 0.3%と され、結果 として分散投資効果

は 0.3～ 0.5%と い う設定とされた。

第 25図 有効フロンティアと分散投資による上積み分 (イ メージ図 )

リターン

国内1貴券と同程度の

リスクで有効フロン

ティア上のリターンと

した場合のリターン
の上積み分
(分散投資効果)

リスク

上記で得 られた将来の実質長期金利 と分散投資効果を加 えた実質運用利回 り

(対物価上昇率)は、全要素生産性上昇率 1.0%の ケースで 2.7～ 3.5%の範囲、
全要素生産性上昇率 1.3%の ケースで 2.8～ 3.7%の範囲、企要素生産性上昇率
0.7%のケースで 2.6～ 3.3%の範囲と推計 されている。

8.長期の物価上昇率の設定

長期の物価上昇率の前提については、日本銀行金融政策決定会合において議決

されたものとして、「『中長期的な物価安定の理解』は、消費者物価指数の前年比

で 0～ 2%程度の範囲内にあり、委員毎の中心値は、大勢として、 1%程度とな
っている」とされていることを踏まえ、長期の前提として 1.0%と 設定すること

とされた。
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以上のことから、長期の経済前提の範囲として第 26表に示す結果が得られた。
この結果をもとに、経済中位ケースの長期の経済前提として、全要素生産性上昇

率を 1.0%と した場合の範囲の中央値 (端数切捨)を採り、物価上昇率を 1.0%、

名目賃金上昇率を 2.5%、 名目運用利回りを 4.1%と 設定した。同様に、経済高位

ケースの場合として、全要素生産性上昇率を 1.3%と した場合の範囲の中央値 (端

数切捨)か ら、物価上昇率を 1.0%、 名目賃金上昇率を 2.9%、 名目運用利回りを
4.2%と 設定し、経済低位ケースの場合として、全要素生産性上昇率を 0.7%と し

た場合の範囲の中央値 (端数切捨)か ら、物価上昇率を 1.0%、 名日賃金上昇率
を 2.1%、 名目運用利回りを 3.9%と 設定した。

第 26表  長期の経済前提の範囲
〔実質賃金上昇率、実質運用利回りの範囲〕

単位労働時間当たり

実質GDP成長率
(対物価上昇率)

被用者年金被保険者

1人当たり実質賃金上昇率

(対物価上昇率 )

実質運用利回り

(対物価上昇率)

実質的な運用利回り

(対賃金上昇率 )

全要素生産性上昇率

1.0%の場合
15～ 1 7%程度 1.4～ 1.6%程 度 27～ 3.5%程度 1 3～ 19%程度

全要素生産性上昇率

13%の場合
1.9～ 21%程 度 1 8～ 20%程 度 2.8～ 37%程 度 1 0～ 17%程度

全要素生産性上昇率

0.7%の場合
1 1～ 1 3%程度 1 0～ 12%程 度 26～ 3.3%程度 1 6～ 21%程 度

)マクロでの実質GDP成長率〈対物価上昇率)は、平成
とにそれぞれ08%程度.1,296程度、0496程度と見

27(20151～ 半属 5,(2039)年 度平均で、全要素生産性上昇率 10%、 13%、 07%のケースご
込まれる。

〔物価上昇率、名目賃金上昇率、名目運用利回りの範囲〕

物価上昇率 名目賃金上昇率 名目運用利回り

全要素生産性上昇率

10%の場合
1.0% 2.4～ 26%程 度 3.7～ 4.50/6程度

全要素生産性上昇率

1.3%の場合
1.0% 2.8～ 30%程 度 3.8～ 4.7%程度

全要素生産性上昇率

07%の 場合
1 0% 2,0～ 2.2%程度 36～ 4.3%程度

経済中位ケースにおける長期の名目運用利回りの設定を平成 16年財政再計算

における設定と比較したものが第 27図である。物価上昇率はともに 1.0%と な
っているが、実質長期金利の設定 (2.7%)は 平成 16年財政再計算の設定 (2.0%)

よりも高くなつている。これらに分散投資効果を加えた名日運用不可回りは、今回

の財政検証では 4.1%と 設定しているが、平成 16年財政再計算における設定

(3.2%)よ りも高くなっている。
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なお、実質賃金上昇率の設定 (1.5%)は平成 16年財政再計算における設定
(ヽ1.1%)よ りも高くなつている。名目運用利回りから名目賃金上昇率を控除した

実質的な運用利回りは 1.6%と なつているが、平成 16年財政再計算における設定

では 1.1%と なっていた。

第 27図  長期の経済前提における運用利回り

名 目運用利回り

4,1%

名 目運用利回り

3.2%

平成16年財政再計算の前提
(平成21年度以降 )

実質的な

運用利回り

(対賃金上昇率)

1 6%実質的な

運用利回り
(対賃金上昇率)

1 10/c

実質賃金

上昇率

1 10/o

平成21年財政検証の前提
(平成32年度以降 )

分散投資 040/o

実質長期金利

分散投資 02%

実質長期金利
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9.足下の経済前提の設定

足下の経済前提の設定に関しては、経済前提専門委員会の検討結果において、

内閣府の「日本経済の進路と戦略」参考試算 (平成 20(2008)年 1月 )で平成
23(2011)年度までの間の経済前提の設定に必要となる実質成長率、名目成長率、

消費者物価上昇率、名日長期金利などが示されていることから、平成 21(2009)年

に同様の試算が公表された場合これに準拠するものとするとの考え方が示されて

いた。

その後、平成 21(2009)年 1月 に、内閣府が作成した「経済財政の中長期方針と

10年展望比較試算」が公表されたことを踏まえて、平成 27(2015)年度以前の足下

の物価上昇率、名目賃金上昇率、名目運用利回りの前提をこれに準拠して設定す

ることとした。この内閣府による試算は、世界経済が大きく変動し、長期にわた

る構造的な潮流変化も生じているなかで、様々な想定を置いて、今後 10年程度の

中長期の経済財政の姿を展望したものとされている。

今回の財政検証においては、長期の経済前提における経済中位ケースに接続す

るものとしてケァス 1-1-1(2010年 世界経済順調回復シナリオ)、 経済高位
ケースに接続するものとしてケース 1-1-2(2010年 世界経済急回復シナリ
オ)、 経済低位ケースに接続するものとしてケース 1-1-3(世 界経済底ばい継
続シナリオ)それぞれの試算結果に準拠することとした。ケース毎の経済想定は

第 28表のとおりである。

第 28表  「経済財政の中長期方針と 10年展望比較試算」の経済想定

ケース1-1-1
2010年世界経済
順調回復シナリオ

ケース1-1-2
2010年世界経済
急回復シナリオ

ケース1-1-3
世界経済底ばい
継続シナリオ

世界経済

世界経済が混乱を脱し、
2010年には我が国経済
及び世界経済が順調
に回復

世界経済が早期に混乱
を脱し、2010年には我が
国経済及び世界経済が
急回復・高成長を遂げる

世界経済の混乱が続く
ため、我が国の景気後
退も深刻化・長期化

全要素生産性
(TFP)上昇率

1.0%程度まで上昇 1.5%程度まで上昇 0.5%程度まで低下

労働参加率 女性“高齢者で上昇
女性・高齢者に加えて
それ以外でも上昇

女性・高齢者を含め
全てで現状水準一定

具体的には、物価上昇率は消費者物価上昇率の試算結果に準拠して設定し、名

目賃金上昇率は雇用者 1人当たり賃金 。俸給総額の変化率に準拠して設定し、名

目運用利回りは条日長期金利に分散投資効果及び長期金利上昇による国内債券ヘ

の影響を考慮して設定している。
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以上に基づいて、経済中位ケース、経済高位ケース、経済低位ケースごとに各

年度において設定した経済前提について示したものが第 29表である。なお、平
成 28(2016)年 度以降における名目運用利回りについても長期金利上昇による国

内債券への影響を考慮して設定している。これは、経済前提専門委員会の検討結

果において、「年金積立金の金額が市場に出ることとなっており、特にその約 7害 J

を占める国内債券について、クーポン利率がこれまでの低金利を反映したものと

なっていることを考慮する必要がある」と指摘されていることを踏まえたもので

ある。

第 29表  今回の財政検証における経済前提

年 度

経済中位ケース 経 斉高位ケ ス 経済低位ケース

物価
上昇率

名目賃金
上昇率

名目運用
利回り

物価
上昇率

名目賃金
上昇率

名目運用
禾り回り

物価
上昇率

名目賃金
上昇率 榊榔

足
下
の
前
提

平成21(2009)

22(2010)

23(2011)

24(2012)

25(2013)

26(2014)

27(2015)

AO.4

02

14

15

18

22

25

0.1

34

27

2.8

26

2.7

28

15

1.8

1_9

2.0

2.2

2.6

2.9

AO.4

0.3

1.8

19

21

2.5

28

0.1

4.3

3.2

32

2.9

3.0

3.1

1.5

20

2.2

25

28

3.4

39

▲06

▲ 0.3

▲04

▲04

▲ 01

0.4

08

▲05

1.7

13

15

14

1.6

1.6

15

1.7

1.7

1.7

18

1.9

20

長
期

の
前
提

28(2016)

29(2017)

30(2018)

31(2019)

32(2020)以 降

10

10

10

10

10

25

25

25

25

2.5

3.4

3.6

3.9

4.0

41

10

1.0

10

10

10

29

2.9

2´ 9

29

2.9

40

42

42

4.2

4_2

10

1_0

10

10

10

21

2.1

21

2.1

21

28

3.1

3.4

37

39
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第42回社会保障審議会年金数理部会
資料4

平 成 22年 11月 19日

(参考資料 2)

将来見通しの推計方法に関する参考資料

1 将来推計の全体構造

2 被保険者数の将来推計

3 給付水準調整を行わない場合の給付費等の将来推計

4 給付水準調整期間及び給付水準調整後の給付費等の将来推計



将来推計の全体構造

厚生年金及び国民年金の財政検証を行 うにあたっては、直近の社会 。経済情勢

等を踏まえて設定 した基礎数値を使用 して、制度内容に沿つて将来の財政見通 し

を作成 している。財政検証の過程の全体像は、第 1-1図 に示 したとお り、被保
険者数の推計を行い、それに対

・
応する給付の推計を行つて、最後にこれ らを踏ま

えた収支の見通 しを作成するとい う流れになっている。

なお、将来推計のスキームについてプログラム )■位で全体像を示す と、第 1-
2図の とお りとなる。

1.被保険者数の将来推計

財政検証を行 うにあたつて、まず、将来の加入制度別の被保険者数の推計を行

う。具体的には、平成 19(2007)年度末における加入制度別の被保険者数、日本の

将来推計人口 (平成 18年 12月 推計 (合計特殊出41率及び死亡率について、中位、

高位、低位のそれぞれ 3通 り)、 国立社会保障 。人口問題研究所)及び労働力率の

見通 し (「労働力需給の推計 (平成 20年 3月 )」 における「労働 |ド場への参加が進

むケース」、独 t行政法人労働政策研究 。研修機構)を使用 し、将来の加入制度・

性・年齢別の被保険者数を推計 している。

このように して、年金財政に最 も大きな影響を与える要 1人|である将来の人口構

造や労 llllll力 率の将来見通 しが織 り込まれる。

2.給付水準調整を行わない場合の給付費等の将来推計

次に、被保険者数推計や経済前提、設定した基礎数・基礎率の 下で、将来の報

酬総額の見通 しや給付水準調整を行わない場合の給付費、基礎年金拠出金の見通

しを作成する。

報酬総額の推計は、被保険者数推計に基づ く被保険者数に平均報 llll額 を性 。年

齢別に乗 じ、その合計をとることにより作成される。 ここで、毎年度の性 。年齢

別の平均報酬額は、標準報酬指数や賃金上昇率等により、毎年度、シミュレーシ

ョンを行 うことにより作成される。また、被保険者のシミュレーションの際、年

金裁定時の報酬比例部分の年金額の算定の基礎として必要 となる性 。年齢・加入

期間別の報酬累積を再評価等 しながら作成 していく。

-1-



将来推計人口

(H1812)

労働力率の見通し

(H203)

第 1-1図  財政検証作業の全体像 (概要 )

人口構造の変化

労働力率の変化

被保険者数の将来推計
(制度別)

将来の被保険者数

給付水準調整を行わない場合の
給付費等の推計 (制度別 )

厚生年金の

将来の報酬総額

給付水準調整を行わない場合の
2階部分の11来の給付費等

給付水準調整を行わない場合の

11来の基礎年金給付費
将来のスライド調整率

財政見通しの作成
(厚生年金。国民年金)

経済基調の変化
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第 l-2図  財政計算スキームの全体像

O waku5011**csv

O shus 5500 7000 50H lS30_*十 *

i0 kiso.5500-i000 5011 1830-***

'J, lil S0NEili ll'i,100-?000-50 I I - I 330- 02

'9' Dt)liLlzI.100-?000-501 I-I830-02. csv

'-D }(iOsllt[n][] 15500- 400- ?000- 50 I I - I SlJ0- i 2- u2- I I 05. t)5

,ij cuta-5500-100 ?000-5011-l$30-12-(l? 1105-05. csv

i ;;otr-tou.;u00.5nil Is30 ll.0l-liui 05,rsv
,!l', kokku55OO.lO0-70t10-5011-1830-l?-02' I 105 03. esr

1国民年金の

独自給IJ費 (0)1lL・ 年齢
"1の

1・ 3号被|♀険者教

性・年齢別lυ ,厚 生年金・共済組合被保険計数

2号婦1出 1分基礎年金給11費 (給 IJ水 4L調整lll){|

llP 41年 金の給イ1費 水i"調整市1)

IF 11水
'世

調り整割合 (ll rt年 全部分)

綺付水準

"整
等1台 υ,推 ;|(颯 酬ナ1倒

“

行)

厚」三年金の1又 支計算

給付費の推計は、新規裁定の老齢年金についていえば、支給開1始年齢到達時に

41存 している被保険者もしくは受給待期者 (制度は脱退 したが、支給開始年齢等

の支給要件を満た していない者)の性 。年齢・力‖入期間別の人数 と現役時代に加
入 していた期間の報酬 (再評価等を行った もの)累 計から、制度内容に基づいた

報酬比 1//11部分の年金や基礎年金等の年金額が性。年齢別に算定されることになる。

裁定後の受給者に係 る給付費の推計については、性 。年齢別に、年金失権率に従

い前年度から残存 している受給者数を推計 しつつ、毎年度の年金改定を行 う方法

により、翌年度の性 。年齢別の受給者数や給付額が算出されるとい う手順でシミ

ュレーションが行われる。

このように算出 した給付費の うち、基礎年金勘定により取 り扱 う給付分につい

ては、各制度の拠出金算定対象者数で核分することにより、制度別の基礎年金拠

出金を算出する。

性・年FrT‐別の共 ii組合
被IR険者数の推計

年齢別υ)共済組合被ll険 者牧

性・年齢別1の国Ft年 金・

厚生年金被保険者数の推言1

[長年■υ)キ台付贅推 i+
1 3=i鯛 ‖:分υ,■嵯年■|:付 螢推

`|

3号期‖l分基礎年金給イ1費
(給 IJ tti準 調整前)(ll)

|:付 1(4■■71合 υ,ギt rl(■硝lF i“ 分
'

lll民 年金υ,1又 支FI算

IJ民年金口l政 見;』 しIl生年金HI蔵 見lLTし
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3.給付水準調整期間の将来推計及び給付水準の将来推計

次に、年金財政の均衡を図るためのマクロ経済スライ ドによる給付水準を自動

調整す る期間を推計する。

具体的には、国民年金、厚生年金それぞれにおいて、給付水準調整前の給付費

等を用いて、マクロ経済スライ ドの適用をある年度まで続けた場合の財政均衡期

間の終期における積立度合を算出 し、その積立度合が支出の 1年分 となるように

するためには何年間マクロ経済スライ ドの適用を続ける必要があるか逆算する。

給付水準の調整期間及び最終的な給付水準調整害1合が決まれば、給付水準調整

前の給付費等の年度毎の推計値に給付水準調整害1合を乗じることにより財政均衡

期間における各年度の給付水準調整後の給付費等が決まるので、これにより財政

均衡期間における年金財政の貝オ政見通 しが定まる。
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被保険者数の将来推計

将来の被保険者数は、各制度における現在の被保険者集団から、今後 どのよう

に脱退者が発生Lし 、また、被保険者が加入 してくるのか とい うことの帰結である。

このような将来の被保険者数の動向を見込むにあたつては、人口の推移、産業構

造及び雇用構造の変化、高齢者雇用 。女子雇用の動向等、社会経済情勢の全般に

わたる諸要素を考慮 しなければならない。

被保険者数の将来推計を行 うにあた り、人日の推移については、国立社会保

障・人日問題研究所の直近の推計である「日本の将来推計人口 (平成 18年 12月

推計 )」 を基礎データとして使用 している。また、労働力率の見通 しについては、

独立行政法人労働政策研究・研修機構による「労働力需給の推計 (勇Z成 20年 3月 )」

を基礎データとして使用 している。

さらに、労 lllll力 率の見通 しが女性については有配イ‖:者 と無 |1己偶者等に分けて行

われていること等により、今回の彼保険者数の推計では、女性については有配偶

者 と無配偶者等 (未婚および死離別)に分けて行ってお り、この基礎 どなる配偶
関係別人日の見通 しは日立社会保障 。人口問題研究所による「日本の世帯数の 1子

来推計 (全国推計)(平成 20年 3月 推計 )」 を基礎データとして使用 している。
被保険者数の将来推計の手順は、第 2-1図 のとお りである。

第 2-1図  被保険者数の将来推計の方法
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1.厚生年金被保険者数の推計

今回の財政検証における長期の経済前提を設定する際には、短時間雇用者が増

加 してい く見通 しとなつていること等を踏まえた労働投入量の将来推計が用いら

れているが、将来の厚生年金被保険者数の推計にあたつても、これ と整合的にな

るような推計方法を採ることとした。

具体的には、第 2-2図 に示す手順で推計を行つている。 この うち、将来推計
人口からフルタイム雇用者数 (週所定労働時間 35時間以 上)及び短時間雇用者数

(週所定労働時間 35時間未満 )を 算出するまでの手順は、長期の経済前提の設定

に用いた労働投入量を推計する手順 と同一であり、参考資料 1で詳述 している。

さらに、フルタイムj雇用者、短時間雇用者それぞれについて、雇用者に占める

厚 4三年金被保険者の割合 (以 下、厚生年金被保険者害1合 とい う)を設定 して乗 じ
ることにより将来の厚生年金被保険者数を推計 している。

第 2-2図  厚生年金被保険者数の将来推計の方法

男性、女性有配 1昌、女性無配偶別・年齢別 将来推計人口

男性、女性有配偶、女性無配偶別・年齢別 労働力人口

業率/労働力率

男性、女性有配偶、女性無配偶別・年齢別 就業者数

男性、女性有配偶、女性無配偶別。年齢別 雇用者数

短時間雇用者 (35時間未満)比率

フルタイム雇用者数(35時間以上 ) 短時間雇用者数(35時間未満 )

生年金被保険者割合 (フルタイム ) 金被保険者割合 (短時間 )

厚生年金被保険者数
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すなわち、男性、女性有配偶、女性無配偶別及び年齢別に、

厚生年金被保険者数

={フ ルタイム雇用者数×厚生年金被保険者 `書1合 (フルタイム)
十 短時間雇用者数 ×厚生年金被保険者割合 (短時間)}× 調整率

ここで、厚生年金被保険者害1合は、第 2-3表 に示す 「平成 15年就業形態の
多様化に関する総合実態調査」の特別集計結果をもとに設定 している。 フルタイ

ム雇用者については、週所定労働時間 35～ 39時 間及び 40時間以上の特別集計結

果を、2005年国勢調査における雇用者の構成比率によつて加竜平均 した 96.1%と

設定 している。短時間雇用者については、「労働力需給の推計 (平成 20年 3月 )」

の 「労働 市場への参加が進むケース」において、平均労働時間が 2006年の月間
90.2時 間から 2030年に月間 110.1時 間まで増加するとの前i提 と整合的になるよ

うに、2005年国勢調査における労働時間分布を基礎 として第 2-4図 に示 した労
働時間分布を設定 した上で、これ と「平成 15年就業形態の多様化に関する総合実

態調査」の週所定労 llill時間別の特別集計結果を用いることにより、短時間雇用者

の厚生年金被保険者割合を設定 してお り、この害J合が 2006年 の 20.3%か ら 2030

1■には 32.6%へ と高まる推計となっている。

なお、厚生年金被保険者数の算出にあたっては、足 ドの厚生年金被保険者数が

実績値 と一致するようにするために調整率を乗 じている。 また、共済組合の被保

険者は、すべてフルタイム雇用者であるものとみなして1任計を行つている。

第 2-3表  労働時間別にみた雇用者数・厚生年金被保険者数｀

(雇用者総数を 100と した場合の比率 )

(※ )2005年 国勢調査の労働時間は就業時間であり、実態調査の労働時間は所定労働時間となっている。ここでは、国勢調査における35時間以上の
労働時間分布を用いたところ、フルタイム雇用者の厚生年金適用容」合は961'Iとなる。

(出典 )「 平成15年就業形態の多様化に関する総合実態調査」特別集計結果

週所定労lll時間 合 計 15時間未満 15～ 19時間 20～ 24時間 25～ 29時 間 30～ 34時 間 35～ 39時間 40時間以上

雇用者 (1) 100( 2 5(

厚生年金被保険者 12 81

②/① 81 4

(参考 )
2005年国勢調査にお
1+ふ 目 田 者

`*ヽ

3:
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第 2-4図  短時間雇用者の平均労働時間と労働時間分布

15時 間未 満 15～ 19時間

2.共済組合被保険者数の推計

共済組合の被保険者 (各共済組合の組合員)数の推計については、各共済組合
それぞれの被保険者数の動向をもとに推計された被保険者数の将来見通 しを用い

ている。

国家公務員共済組合及び地方公務員共済組合の組合員数 (被保険者数)につい

ては、それぞれの組合員数 と4i産年齢人に1の動向に着 日して推計されている。生

産年齢人口に占める組合員数の1年1合の実績値がどのように変化 しているかを捉え、

その動向を将来べ投影す ることによつて、将来の生産年齢人口に占める糸11合員数

の害J合 を設定 し、これに将来推計人日における生産年齢人口を乗 じて将来の組合

員数を推計するとい う考え方に基づいている。

私立学校教職員共済の加入者数 (被保険者数)については、学種別 (小学校、
中学校などの種別)の加入者数 と学齢対象人口 (小学校ならば 6～ 11歳人日、中

学校ならば 12～ 14歳人口など)の動向に着 日して、基本的には、学齢対象人口に

対する加入者数の害1合の実績値を1子来へ投影 し、これに将来推計人口における学

齢対象人口を乗 じて将来の加入者数を推計するとい う考え方に基づいている。

′ 561%

1録〕1躙
/ r盤』」
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3.第 3号被保険者数の推計

女性の第 3号被保険者数については、有配偶でない第 3号被保険者は皆無であ
ること及び人口や被用者年金被保険者の推計が女性については、有配偶者とそれ

以外の者に分けて行われていることに着日して推計している。女性の有配偶者か

ら被用者年金被保険者を除いたものは、第 1号被保険者と第 3号被保険者の合計
にlNll当 することから、実績統計から年齢別に、被用者年金被保険者を除く女性有

配偶者に対する女性の第 3号被保険者数の比率を作成し、この比率が男性の被用

者年金被保険者害1合 (人 口に占める被用者年金被保険者の割合)の上昇に伴って
高まるものとして将来の女性の第 3号被保険者数を推計している(第 2-5図 )。
すなわち、

女性第 3号被保険者数 (年齢別 )

=被 用者年金被保険者 を除 く女性有配イ‖:人 口 (推 計値 )
× {女性第 3号被保険者数 (実績統計 )

/被 用者午金被保険者を除く女性有配イド1人 |11(実績統計)}
× 男性の彼用者年金被保険者早il合 の実績値からの変化率 (推計値 )

第 2-5図  被用者年金被保険者を除 く女性有配偶人口に占める
第 3号被保険者の割合

％

００
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4035
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一方、男性の第 3号被保険者数については、実績統計から年齢別に、女性有配

偶者の第 2号被保険者数に対する男性の第 3号被保険者数の比率を作成 し、これ

が将来にわた リー定であるとして将来の男性の第 3号被保険者数を推計 している。

4。 第 1号被保険者数の推計

第 1号被保険者数については、人口から 1.、 2.及び 3.において推計 した
被用者年金被保険者数及び第 3号被保険者数を控除することにより推計 している。

60歳以上の高齢任意力1人の被保険者数については、実績統計より性 。年齢別に

人口に対する被保険者の比率を算出し、それが将来にわた リー定であるとして推

計 している。
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給付水準調整を行わない場合の

給付費等の将来推計

1.厚生年金における推計方法

厚生年金の給付水準 lll・l整前の給付費推計のスキームの概要は第 3‐ 1図 に示

したとおりである。

給付費推計を行うに当たっては、前年度までの推計値 (初刃]値は基礎数として

投入する)を もとに、このスキームによつて当年度の推計値を漸次推計しており、

計算式は基本的に漸化式で与えられることとなる。

第3-1図  厚生年金の給付費推計 (給付水準調整前)のスキームの概要

<推計の流れ> <データの流れ >

前年度末の推計結果 (推計初年度は基礎数 )

受給者・年金額の推計

度末の推計結果

)被保険者の加入 。脱退の推計

各年度における性 。年齢別の被保険者数は、被保険者数推計 (2を参照)

において別途推計されており、厚生年金の財政計算を行う際には、既に推計

被保険者期間・報酬累計の推計

新規裁定年金の推計

推計によるデータ更4JI

推計によるデータ作成

-11-



されたもの となって

ここでは、既に推

ように、基礎率 とし

の状況を推計す るこ

ここで、K:年度、
上 T+1年未満を意味

変数

L(K,S,X)

G(K,S,X,T)

GZ(K,S,X,T)

GE(K,S,X,T)

GEZZ(K,S,X,T)

GI]Z(K,S,X,T)

GN(K,S,X,T)

GNN(K,S,X)

Y(K,S,X,T)

YO(K,S,X,T)

Yl(K,S,X,T)

Y2(K,S,X,T)

YE(K,S,X,T)

いる。

計 された性 。年齢別の被保険者数推計の結果 と一致する

て設定 した脱退力などをもとに、被保険者の加入・脱退

ととなる。

S:被保険者種別、文:年齢、T:被保険者期間 (T年以
する。以下同様。)と して、

:被保険者数推計で推計された K年度末に満 X歳である

彼保険者数

K年度末における満 X歳 、被保険者期間 T年の被保険者

数

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の被保険者

であって、K-1年度末か ら引き続 き被保険者である者

(残存被保険者)の数
K年度末における満 X歳 、彼保険者期間 Tl■の受給待期

者数

K-1年度に被保険者期間 T年の受給待期者であった者の

うち、K年度末に満 X歳で41存 している者の数

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の受給待期

者であって、K… 1年度末からり|き 続き受給待期者である

者の数

K年度中の再力‖人者であつて、K年度末に満 X歳 、被

保険者期間 Tl■である者の数

K年度中の新規カロ入者であって、K年度末に満 X歳で

ある者の数

K年度中の脱退者であつて、K年度末に満 X歳、被保

険者期間 T年である者の数

K年度中の41存脱退者であって、K年度末に満 X歳、

被保険者期間 T年である者の数

K-1年度末に満 卜 1歳 である K年度中の死亡脱退者であ

って、K年度末に被保険者期間 T年である者の数

K年度中の障害脱退者であって、K年度末に満 X歳、

被保険者期間 T年である者の数

K-1年度末に満 卜 1歳 である K年度中の受給待期者から

の死亡者であって、K年度末に被保険者期間 T年である

者の数
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基礎率

U(K,S,X)  :K年 度における X歳の被保険者の総脱退力
Ul(K,S,X) :K年 度における X歳の被保険者の死亡脱退力
U2(K,S,X) :K年 度における X歳の被保険者の障害年金発生力
Q(K,S,X)  :K-1年度末に満 Xl歳 である受給待期者の K年度中にお

ける死亡率

R(K,S,X)  :K年 度末に満 X歳 となる K年度中加入者の再加 入率
(過去の加入歴がある者の害J合 )

とする (Sについては記述を省略 した。以 下同様。)。

被 保 険 者 の 力日入 。脱 退 の 推 計 に お い て は 、 G(Kl,S,X-1,T-1)及 び

GE(K-1,S,X-1,T)か ら G(K,S,X,T)及 び GE(K,S,X,T)を 推計する。 このため、
GZ(K,S,X,T) =G(K-1,S,X-1,T-1)*exp(一 U(K,S,X))

GEZZ(K,S,X,T)=GI](K-1,S,X-1,T)*(1-Q(K,S,X))

YE(K,S,X,T) =Gl](K-1,S,X-1,T)*Q(K,S,X)

として、前年か らの残存被保険者数及び前年か らの受給待川]者の うち生存 じ

ている者の数 を推計 している。

次に、残存被保険者数 GZに ついて被保険者期間 Tに 関 して看1を とり、1,と

比較す るこ とによ り、当年度の再加入者数 と新規力1入者数の合 計を推計 し、

Ff加人率を用いて再加入者 と新規加入者 に振 り分ける。すなわち、

側幅u} 報に、脚螂脚―ンいム助
T

GNN(K,S,X)=(L(K,S,X)一
Σ
GZ(K,S,X,T))一

Σ
GN(K,S,X,1｀ )

T                         T

これ らか ら、 当年度末の被保険者数及 び受給待期者数 を、

G(K,s,X,T)=GZ(K,S,X,T)+GN(K,S,X,T) (T〉 0)

G(K,S,X,0)=GN(K,S,X,0)+GNN(K,S,X)

GEZ(K,S,X,T)=GEZZ(K,S,X,T)一GN(K,S,X,T)

Y(K,S,X,T)=G(K-1,S,X-1,T-1)一GZ(K,S,X,T)

Ⅷい メ,つ =      測吼 鋼
2

G (K - 1,S,X - 1,T - 1) + GZ(K,S,X,T)
*U2(K,S,X)

YO(K,S,X,T)=Y(K,S,X,T)一 Yl(K,S,X,T)一 Y2(K,S,X,T)

GE(K,S,X,T)=GEZ(K,S,X,T)+YO(K,S,X,T)

と推計 してい る。

Y2(K,S,X,T)=
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(2)被保険者期間・報酬累計の推計
次に、年金給付を

及び報酬累計を推計

ここで、K:年度、

変数

Bll (K, S, X, T)

Z (K, S, X, T, O)

Z (K, S, X, T, 1)

W (K, S, X, T, O)

\,V(K, S, X, T, I)

7E(K, S, X, T, o)

7E(K, S, X, T, I)

!iil] (K, S, X, T, (])

\ryI] (K, S, X, T, I)

G (K, S, X, T)

G7(K, S, X, T)

GE (K, S, X, T)

GEZ(K, S, X, T)

GN (K, S, X, T)

算定する際の基礎となる、各年度における被保険者期間

づ
~る
。

S:被保険者種別、X:年齢、T:被保険者期間として、

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の被保険者・

1人 当た りの報 llll年額

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の被保険者

1人 当た りの被保険者期間年数 (全刃]間 )    '
K年度末における満 X歳、被保険者刃]間 T年の被保険者

1人 当た りの被保険者期間年数 (20～ 59歳刃1間 )

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T ttiの被保険者

1人 当た りの報 lllll累 計 (平成 14年度以前の月〕間 )

K年度末における満 X歳、彼保険者期間 T年の被保険者

1人 当た りの報 llllH累 計 (平成 15旬■度以降の期間 )

K年度末における満 X歳、被保険者期 |‖]Tイトの受給待期

者 1人 当た りの被保険者期間年数 (全期間 )

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の受給待刃l

者 1人 当た りの被保険者月1間年数 (20～ 59歳刃1問 )

K年度末における満 X歳、被保険者期尉lT年の受給待期

者 1人 当た りの報lllll累計 (平成 14年度以前の期間 )

K年度末における満 X歳 、被保険者期間 T年の受給待卿l

者 1人 当た りの報 lllll累 計 (平成 154「三度以降の月1問 )

K4F度末における満 X歳、彼保険者期日]T年の被保険者

数

K年度末における満 X歳、彼保険者期間 T年の被保険者

であって、卜 1年度末から引き続 き被保険者である者

(残存被保険者)の数

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の受給待期

者数

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の受給待期

者であって、K-1年度末か ら引き続 き受給待期者である

者の数

K年度中の再加入者であって、K年度末に満 X歳、被

保険者期間 T年 である者の数
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GNN(K,S,X)

YO(K,S,X,T)

基礎 率

BR(S,X)

BN(K,S,X)

|](K)

CHT(K,X)

RV(K,X)

K年度中の新規加入者であって、K年度末に満 X歳で

ある者の数

K年度中の生存脱退者であつて、K年度末に満 X歳 、

被保険者期間 T年である者の数

年度末に X歳 である者の標準報酬指数

K年度末に満 X歳である K年度中の再加入者及び新規加

入者の平均報 lllll年額

K年度の賃金上昇率

K年度末に満 X歳 となる者の Kl■度の報酬に係るlll評価

率

スライ ド調整がないとした場合の K年度末に満 X歳で

ある者に係 る Kl■度の再評価率の改定率

とす る。

被 保 険 者 期 |‖1・ 報冊‖累 計 の 推 計 に お い て は 、 BB(K-1,S,X-1,卜 1)、

Z(K-1,S,X-1,T-1,*) 、  W(K-1)s,X-1,T-1,*) 、  ZI](K-1,S,X-1,1｀ ,*) ぶを び

WE(l(-1,S,Xl,T,*)か ら B13(K,S,X,′「)、  Z(K,S,X,1｀ ,*)、  W(K,S,X,T,*)、

ZE(K,S,X,T,*)及 び WE(K,S,X,T,*)を推計す る。 このため、まず、彼保険者

りJl間 については、

Z(K,S,X,T,0)

=((Z(K-1,S,X-1,T-1,0)+1)*(〕 Z(K,S,X,T)

判 は」∴ H,L① 十
:>T軋 跳

つ >満 Cf〉Cゆ

Z(K,S,X,0;0)

≪響 αt壮 IQ① +か くML驚 ムの+:側 に輛 >て百雨τ戸:両F「5下
ZE(K,S,X,T,0)

=(ZI](K-1,S,X-1,T,0)*GEZ(K,S,X,T)

蠍 卜 Ltt H,H,① +)州 L跳 つレ
論

C刈

ZE(K,S,X,0,0)=ZE(K-1,S,X-1,0,0)

と推計 してい る。 Z(K,S,X,T,1)及 び ZE(K,S,X,T,1)の 推計 も同様 であるが、

X=20の ときは、
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くには■パュ%H,D+かくバLttD

嘲 α■が三%り +かく頭L脚 D>満 C刈

Z(K,S,20,0,1)

<αⅨH,■ も,QD+:剛 に 釧 ① +:側 に 動 か
満

ZE(K,S,20,T,1)

,1)*GEZ(K,S,20,T)=(ZE(K-1,S,19,T

州 」 ハ 叶 LD響 吼 、独 つ >  C刈

ZE(K,S,20,0,1)=ZE(K-1,S,19,0,1)

x三60の ときは、X=20の 場合 と同様 に推計 し、

X〈 20ま たは X〉 60の ときは、

Z(K,S,X,T,1)

=(Z(K-1,S,X-1,T-1,1)*GZ(K,S,X,T)

口 XGNIL臥 い
満    0刈

+ZE(K-1,S,X一 l

郷 ,鋼 D判 的 ,驚 印 D・ML跳 ①*詰
xD

ZE(K,S,X,T,1)

T,1)*GEZ(K,S,X,T)=(ZI](K-1,S,X-1,

H,D料 吼 跳 り
編   C刈

+Z(K-1,S,X-1,

ZE(K,S,X,0,1)=ZE(K-1,S,X-1,0,1)

と1任計す ることによ り、20歳未満及 び 60歳以上に係 る期 間分 を累積 しない

よ う推計 してい る (な お 、X〈20に ついては、Z(K,S,X,T,1)及 び ZE(K,S,X,T,1)

は、すべて 0と なってい る。)。

次に、年度 末 にお け る被 保険者 1人 あた りの報酬年額 について、

BB(K,S,X,T)

判 は ,驚 H,同 *織 轟 州 ① >"∝ 跳 つ

8KLヽ 脚 K塩 驚印 >轟
雨
0型

BB(K,S,X,0)=BN(K,S,X)
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として

報酬

た りの

及び新

14Flllべ
_

スライ

酬累計

W(K,

=((W

+(

推計 している。

累計については、このように推計 した年度末における被保険者 1人 あ

報
l「

illl年額 BB(K,S,X,T)、 標準報酬指数 BR(S,X)及び当年度の再加入者

規加入者の平均報 lNll年額 BN(K,S,X)を もとにして、賞与を含んだ総報

スで推計を行つている。具体的には、平成 15年度以降の期間に係る
ド調整がないとした場合における再評価後の被保険者 1人 当た りの報

t
s, x, T, 1)

(K_1, S, X*1, T_1, 1)*GZ (K, S, X, T)

+!VE (K- 1, S, X- 1 , T, 1) *cN (K, S, X, T) ) * ( t +ttV (t<

Bll(K - 1,S,X * 1,T - 1) * (1+ Il(K) ) + llB(K, S,X,t')

,X))

*GZ(K,S,X,T)

+1*nN (K, s, x) *cN (K, s, x, T) ) xclll' (K, x) ) * --- 
r- (T>0)2 G (K,s,x,l')

w(K, s, x,0, l)
=(wll(K-1, s, x-1,0, l)xGN(K, S, X,0)*(l+ltv(K, x))

*l*nn(x, s, x)*(GN(K, s, x, 0)+GNN(K, s, x) )*cn1'(K, x) l*-. -l-2 G (K,s, x' o)

WIJ (K, S, X, T, I)

= ( (wtl (K- I , s, x- 1 , 1" 1) *GLZ (K, S, X, T)

+\ry(l(-1, S, x-1, T-1,1)i.yO(K, s, x, r))*(1+RV(K, X))

+l *ng (K-1, s, x-1, T-l) * ( t+lt(K) ),kyO (K, s, x, 'f ) *ctllT'(K, x)
2

(T〉 0)
GE(K,S,X,T)

WE(K,S,X,0,1)=WE(K-1,S,X-1,0,1)*(1+RV(K,X))

として推計 している。

また、平成 14年度以前の報酎‖累計は、当年度分の報 lllllが 累積 され ること
がないため

W(K,S,X,T,0)

=(W(K-1,S,X-1,T-1,0)*GZ(K,S,X,T)

+WE(K-1,S,X-1,T,0)*GN(K,S,X,T))

■ ■Km卜
論

)*
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却ⅨH,銚
■
ハ ①<K蛇 驚ムの中 Ⅳ に Ю>満

WE(K,S,X,T,0)

=(WE(K-1,S,X-1,T,0)*GEZ(K,S,X,T)

+W(K-1,S,X-1,T-1,0)*YO(K,S,X,T))

4■ KLЮ >論

WE(K,S,X,0,0)=WE(K-1,S,X-1,0,0)*(1+RV(K,X))

として推計 している。

(3)新 規裁定年金の推計

12

13

ここで

「新法」

(2)

言十/Jヾ llた 言「

た段階で

害年金、

フベる。

なお、

の引数 と

1にヤつい

1= 1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

(T〉 0)

までにおいて、被保険者及び受給待月l者の被保険者期間及び報酎‖累

されるが、被保険者及び受給待期l者が年金受給の支給要件を満た し

、新規裁定年金の推言卜を行 うこととなる。以下では、老齢イ1■金、障

遺族年金について、それぞれ、新規裁定年金のlll_計 方法について述

(3)～ (5)に おいて受給者数、年金額を推計する際には、共通
して、1:年金種別及び 」:給付の種類を用いる。ここで、年金種別

ては、以下の通 りである。

新法老齢年金 。老齢相当・退職

新法老齢年金 。老齢相当 。在職

新法老齢年金 。通老相当・退職

新法老齢年金・通老相当 。在職

旧法老齢年金・退職

旧法老齢年金 。在職

旧法通算老齢年金・退職

旧法通算老齢年金 。在職

新法障害年金

旧法障害年金

新法遺族年金

旧法遺族年金

1日 法通算遺族年金

、「旧法」とは昭和 60年改正前の制度に基づ く給付のことであり、
とは昭和 60年改正後の制度に基づ く給付のことである。
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新規裁定年金の推計は、新法について行 うため、以下で①老齢年金は I=1

～ 4、 ②障害年金は I=9、 ③遺族年金は I=11について推計を行 うものである。

①老齢年金

老齢年金は、国民年金の保険料未納期間を除く公的年金制度の加入期間

と外国に居住 していた期間等のいわゆるカラ期間を通算 して 25年 に満た

ない場合 (経過的に受給資格期間が短縮 されている場合は、短縮 された期

間に満たない場合 )、 支給 されないこととなっているが、厚生年金以外の

加入期間等を通算 して 25年以上となるかどうか判別できないため、25年

の受給資格要件の判定は行わず、年齢が支給開始年齢に達 しているかのみ

を判定 して、新規裁定年金の推計を行つている。

なお、老齢相当及び通老相当の区分については、厚41年金の加入期間が

25年以 Lの者の年金を老齢相当、25年未満の者の年金を通老相当と区分
しているものである。

険者期 間、 J:給付 の種

変数

RN(K,S,X,XX,I)

ドN(K,S,X,XX,I,」 )

G(K,S,X,T)

Z(K,S,X,T,0)

Z(K,S,X,T,1)

W(K,S,X,T,0)

類として、

K年度末に満 X歳 であ り、繰上年数が XX年である

K年度中の新規裁定者の数

K年度末に満 X歳 であ り、繰 Lイ
「
数が XX年である

Kイ]■度中の新規裁定者の新規裁定年金額 (総額 )

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の被

保険者数

K年度末における満 X歳、被保険者期‖lT年の被

保険者 1人 当た りの被保険者期間年数 (全月l問 )

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の被

保険者 1人 当た りの被保険者月]間年数 (20～ 59歳

期間 )

K年度末における満 X歳、彼保険者期間 T年の被

保険者 1人 当た りの報酬累計 (平成 14年度以前の

期間 )

K年度末における満 X歳、被保険者月]間 T年の被

保険者 1人 当た りの報酬累計 (平成 15年度以降の

ナ切1問 )

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の受

給待期者数

W(K,S,X,T,1)

GE(K,S,X,T)
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ZE(K,S,X,T,0)

ZE(K,S,X,T,1)

WE(K,S,X,T,0)

WE(K,S,X,T,1)

基礎 率

RIS(XX)

NS(S,X)

給付乗率・ηl価等

PRO(K,X)

PROS(K,X)

FL(K)

FLT(K,X)

Flン 1(K)

CAN(K,X)

ADT(K,1)

SADT(K,X)

ADT(K,2)

CADT(K,X)

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の受

給待期者 1人 当たりの被保険者期間年数 (全期間 )

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の受

給待期者 1人 当たりの被保険者期間年数 (20～59

歳期間 )

K年度末における満 X歳、彼保険者期間 T年の受

給待期者 1人 当たりの報酬累計 (平成 14年度以前

の期間)     ・
K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の受

給待期者 1人 当たりの報 ,ワ‖累計 (平成 15年度以降

の期間 )

繰上請求率

受給者と配偶者の年齢相関 (振替ブ,日算 )

給付乗率 (1■成 14年度以前の期間に係 る分 )

給付乗率 (平成 15年度以降の期間に係 る分 )

定額単価

定額単価に乗 じる生年度別乗率

基礎年金額

加入可能年数

加給年金額 (配偶者 )

力|1給年な】額 (1嘔イ呂者牛キ男ll力 n鏡1)

加給年金額 (第 1子及び第 21、 1人 当た り)

振替加算額

とする6老齢年金の新規裁定年金の推計においては、対象 となる給付の種

類 」は

」= 1 :幸段酬ルヒ伊l部分

2 :定額部分

14 :厚 生午金期間に係 る基礎年金給付費

4 :配偶者に対する加給年金額
5 :子 に対する加給年金額

23 :配偶者に対‐す る加給年金額の特別加算額

6 :基礎年金の振替カロ算額

であり、当年度の G(K,S,X,T)、 Z(K,S,X,T,*)、 W(K,S,X,T,*)、 GE(K,S,X,T)、

ZE(K,S,X,T,*)及  び  WE(K,S,X,T,*)か  ら  RN(K,S,X,XX,I)及  び
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FN(K,S,X,XX,

は じめに、

と1任言十し

I,」)を推計する。

新規裁定者数について (x=支給開始年齢―XXの時)

ｒ
ｌ
ｌ
プ
ヽ
―
―
に

　
は日

一一　

　

　

　

　

　

　

一本

Ｘ
，
　

　

　

　

る

Ｖ
Ａ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ヽ

，
Ｘ
　

　

　

　

て

Ｓ
　
　
　
　
　
し

Ｋ

　

　

　

　

　

十

／
、
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〓́
ロ

ＲＮ
　

　

　

推と

Σ
RIS(XX)*G(K,S,X,T)
T

)n t s (xx) *G (K, s, x, T)
'I

,rnl (K) *Fl.T (l(, X) *mi n(z(K, s, x, T, 0) , 40)

f n Is 1xx) xGE (K, s, x, T)
T

つ
　
　
２５

Ｘ，　
　
建

Ｑ〃
　
　
　
〈
日

囃
　
咆

＞＊
　

　

当

(在職者の場合 )

(在職者の場合 )

(退職者の場合 )

通老相当の場合 T≦ 24に

ついて取 る。以下同様。)。

次に、新規裁定年金額 (総額 )を 次の とお り推計する。まず、報 lllI比例

部分については、

FN(K,S,X,XX,I,1)

Σ
RIS(XX)*G(K,S,X,T)
T

*(PRO(K,X)*W(K,S,X,T,0)+I)ltOS(K,X)*W(K,S,X,T,1))

(在職 者の場合 )

Σ RIS(XX)*GE(K,S,X,1｀ )
T

*(PRO(K,X)*WI](K,S,X,T,0)+PROS(K,X)*Wi〕 (K,S,X,T,1))

(退職 者 の場合 )

と推計 している。

次に、定額部分 (基礎年金分を含む。)については、
FN(K,S,X,XX,1,2)

*FL(K)*FLT(K,X)*min(zE(K,S,X,T,0),40) (退職者の場合 )

ている。厚生年金期間に係 る基礎年金給付費については、
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FN(K,S,X,XX,I,14)

Σ
RIS(XX)*G(K,S,X,T)*AD′「 (K,1)
T

Σ
RIS(XX)*GE(K,S,X,T)*AD′「 (K,1)
T

Σ
RIS(XX)*G(K,S,X,T)*ADT(K,2)
T

Σ
RIS(XX)*GE(K,S,X,T)*ADT(K,2)
T

ΣMЯD鈍 跳 卿 Hい く
T

(在職者の場合 )

ΣH剛 {ⅨL驚 LttH ①稲バ  "
T

(退職者の場合 )

と推計 している。経過的カロ算額については、

FN(K,S,X,XX,1,3)=max(FN(K,S,X,XX,1,2)一 FN(K,S,XX,I,14),0)

と推計 してい る。

なお、繰 上げによる年金額の減額については、ここでは考慮せず、後の

推計過程 において、減額す ることとしている。

次に、老齢相当 (退職 。在職 )について、加給年金額及び配イμl者に対す
る特別加算額並びに基礎年金 の振替カロ算額 を推言卜す る。 これ らは、全ての

者 に対 して裁定 され るものではないが、推 計の手法 としては、 -1■ 、全て

の新規裁定年金に対 して計上 し、後の過程において、新規裁定年金 と既裁

定年金 とを合算 した後 に、受給者 全体に対 して対象者割合 を乗 じることに

よ り、年金額を推言1‐す る手法をとつている (こ の推計の過程は後述す る。)。

ここで、まず、配偶者に対す る加給年金額 を

FN(K,S,X,XX,I,4)

(在職者の場合 )

(退職者の場合 )

(在職者の場合 )

(退職者の場合 )

と推計 し、 子に対す る加給年金額 を

FN(K,S,X,XX,I,5)

ｒ

ｌ

ｌ

ｌ

く

―

―

ｌ

ｋ

〓

と推計 している (子 に対する加給年金額は、ここでは、第 1子 または第 2

子の場合の 1人 あた り年金額によって推計を行い、後の推計過程において

対象者割合を乗 じる際に、第 3子以降を含めて調整を行 うこととしてい
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る。)。 また、配偶者 に対す る加給年金額の特別加算額 を

FN(K,S,X,XX,I,23)

Σ
RIS(XX)*G(K,S,X,T)*SADT(K,文 )
T

Σ RIS(XX)*GE(K,S,X,T)*SADT(K,X)
T

(在職者の場合 )

(退職者の場合 )

と推計 し、基礎年金の振替加算額 を

FN(K,S,X,XX,1,6)

Σ
RIS(XX)*G(K,S,X,T)*CADT(K,NS(S,X))    (在 l識者 の場合 )

F

Σ
RIS(XЮ *GE(K,S,X,T)*CADl｀ (K,NS(S,X))  (退 職 者 の場合 )
T

と11た言十している。

②障害年金

障害年金については、当年度の障害脱 ifNt者から新規裁定年金の推計を行

う。

ここで、K:年度、Si被保険者種別、X:11齢 、T:被保険者期間、」:

給付の種類 として、

変数

RN(K,S,X,0,9):K年 度末に満 X歳である K年度中の新規裁定者数
FN(K,S,X,0,9,J):K年度末に満 X歳 である K年度中の新規裁定者の新

規裁定年金額 (総額 )

K年度中の障害脱退者であつて、K年度末に満 X歳、

被保険者期間 T年である者の数

K年度末における満 X歳 、被保険者期間 T年の被保

険者 1人 当たりの報酬年額

K年度末における満 X歳 、被保険者期間 T年 の被保

険者 1人 当た りの被保険者期間年数 (企期間)

K年度末における満 X歳 、彼保険者期間 T年の被保

険者 1人 当た りの報酬累計 (平成 14年度以前の期

間 )

Y2(K, S, X, T) :

BI] (K, S, X, T)

Z (K, S, X, T, O)

W (K, S, X, T, O)
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W(K,S,X,T,1) K年度末における満 X歳 、被保険者邦1間 T年の被保

険者 1人当た りの報酬累計 (平成 15年度以降の期

間)

障害厚生年金の等級割合 (1級 )

(2級 )

(3級 )

(CL(S,1)+CL(S,2)+CL(S,3)=1が成 り立つ )

K年度末に満 X歳 となる者の K年度の報 llllNに係る再

評価率

受給者 と配偶者の年齢相関 (振替加算 )

基礎年金額

加給旬■金額 (配偶者 )

子に対する基礎年金の加算額

(第 1子及び第 2子 、1人 あたり)

振替加算額

障害 3級の最低保障年金額         ‐

基礎 率

CL(S,1)

CL(S,2)

CL(S,3)

CHT(K,X)

NS(S,X)

給付乗 率・ nt佃i等

Fl′ 1(K)

ADT(K,1)

ADT(K,2)

CADT(K,X)

MINB(K)

とす る (な お、RN(K,S,X,0,9)及 び FN(K,S,X,0,9,J)の 引数の うち、4番 目

の 「0」 については、変数の型 を繰 Lげのある新法老齢年金 と揃 えるため

の形式的な ものであ り、新法老齢年金以外の年金では具体的意味を持つ引

数 とはなっていない。)。 障害年金の新規裁定年金の推計においては、対象

となる給付の種類 Jは

」=1 :報 llllI比例部分 (障害 1・ 2級 )
14 :基礎年金給付費

4 :配 偶者 に対す るカロ給年金額

21 :基礎年金の子に対す る力‖算額

6 1基礎年金の振替加算額

10 :報酬比例部分 (障害 3級 )

12 :最低保障午金額 (障害 3級 )

で あ り 、 当 年 度 の Y2(K,S,X,T)、 Z(K,S,X,T,0)、 W(K,S,X,■ *)か ら

RN(K,S,X,0,9)及 び FN(K,S,X,0,9,J)を 推計す るヽ。

は じめに、新規裁定者数 について

RN(K,S,X,0,9)=Σ Y2(K,S,X,T)*(CIン (S,1)+CL(S,2)+CL(S,3))
T

と推計 している。
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次に、新規裁定年金額 (総額)を次のとおり推計する。まず、1・ 2級の

場合について、報酬比例部分については、

FN(K,S,X,0,9,1)

=Σ Y2(K,S,X,T)*CL(S,1)*1.25
T

<需却に・ヽ①
+瑞 <KttLLD一

:粗
ⅨL跳 脚 猟LЮ D

25

■li ll l辱 Ot〔乳城の一シ
+Σ Y2(K,S,X,T)*CL(S,2)
T

<需鳴跳L①
十三
::::)<KL驚 ヽLD―ル

に 叩 >釧猟L助 )

(1級 )

(2級 )面ばれ家ヽ驚りDか

mれ ヽ は   
…

は 翻 鯖 珊

が 300月 (25年 )に満たない者については、300月 とみなすことによるも
のである。

厚生年金の障害脱退者か ら発生する基礎年金給付費については、

25

FN (K, S, X, 0, g, 14)

=zy? (K,S,X,T)*CL (S, 1) *1. 2s*FL1 (K)
T

+ IYZ (K,s,x,T) *cL (S, 2) *nL1 (K)
T

(1級 )

(2級 )

と推言十している。

加給年金額 (子 については基礎年金に加算があるので配偶者のみ)並び
に基礎年金の子に文lづ

~る
加算額及び振替加算額については、老齢年金の場

合 と同様、一旦、全ての新規裁定年金に対 して計上 し、後のlll計過程にお
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いて対象者割合 を乗 じることによ り推計 していることとしてお り、加給年

金額を

FN(K,S,X,0,9,4)

=Σ Y2(K,S,X,T)*(CL(S,1)+CL(S,2))*ADT(K,1)
T

と推計 し、基礎年金 の子 に対す る加算額 を

FN(K,S,X,0,9,21)

=Σ Y2(K,S,X,T)*(CL(S,1)+CL(s,2))*ADT(K,2)
T

と推計 し、振替加算額 を

FN(K,S,X,0,9,6)

=Σ Y2(K,S,X,T)*(CL(S,1)+CL(S,2))*CADT(K,NS(S,X))
T

と推計 している。

障害 3級 については別途推計を行 つてお り、報 lllllll比例部分の計算額につ

いては、

liN(K,S,X,0,9,10)

=Σ V2(K,S,X,T)*CL(S,3)
T

<需鈍驚通L①
十
::::l「
<KL驚 Lリ ー

:規
頭L跳 制 Ⅸ、PD

25

面ばれπ絶驚ヽLの か
と推計 している。

また、障害 3級 について、最低保障年金額 を

FN(K,S,X,0,9,12)

=Σ Y2(K,S,X,T)*CL(S,3)*MINB(K)
T

と一旦、全ての新規裁定年金に対 して計上 し、後の推計過程において上記

の報酬比例部分の計算額 と比較 し、差額分を最低保障に必要な額 としてい

る。
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③遺族年金

遺族年金については、当年度の死亡脱退者、待期中死亡者、年金失権者

から、それぞれ新規裁定年金の推計を行う。以下では、K:年度、S:被保
険者種別、X:死亡者の年齢、T:被保険者期間、V:新規裁定者の年齢、
XX:繰上年数 (新法老齢年金のみ)と して、
変数

RN(K,S,V,0,11)

17N(K,S,V,0, 11,」 )

Yl(K,S,X,T)

YE(K,S,X,T)

BB(K,S,X,T)

Z(K,S,X,T,0)

W(K,S,X,′ I｀ ,0)

W(K,S,X,T,1)

WE(K,S,X,T,1)

R(K,S,X,XX,1)

R(K,S,X,XX,3)

K年度末に満 V歳である K年度中の新規裁定者

数

K年度末に満 V歳である K年度中の新規裁定者

の新規裁定年金額 (総額 )

K-1年度末に満 Xl歳 である K年度中の死亡脱退
者であって、K年度末に被保険者期間 T年である

者の数

K-1年度末に満 Xl歳 である K年度中の受給待期
者からの死亡者であって、K年度末に被保険者期|
問 T年である者の数

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の

被保険者 1人 あた りの報 lllll年額

K年度末における満 X歳、被保険者刃lttl T年 の

被保険者 1人 当たりの被保険者期間年数 (全期間)

K年度末における満 X歳、彼保険者期間 T年の

被保険者 1人 当たりの報酬1累 計 (平成 14年度以

前の期間 )

K年度末における満 X歳 、被保険者期]問 T年の

被保険者 1人 当た りの報酬累計い平成 15年度以降

の期間 )

K年度末における満 X歳 、被保険者期]問 T年の

受給待期者 1人 当た りの報酬累計 (平成 14年度以

前の期間 )

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の

受給待期者 1人 当た りの報 lllll累計 (平成 151■度

以降の期間 )

K午度末における満 X歳、繰上年数 XX年の受給者

数 (新法老齢年金・老齢相当・退職 )

K年度末における満 X歳、繰上年数 XX年の受給者

数 (新法老齢年金・通老相当・退職 )
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R(K,S,X,0,5)

R(K,S,X,0,7)

R(K,S,X,0,9)

R(K,S,X,0,10)

F(K,S,X,XX,1,」 )

F(K,S,X,XX,3,」 )

F(K,S,X,0,5,J)

11(K,S,X,0,7,」 )

11(K,S,X,0,9,J)

「 (K,S,X,0,10,J)

基礎 率

RS(S,X,1)

RS(S,X,2)

YX(S,X)

Q(K,S,X,1)

Q(K,S,X,2)

CL(S,1)

Cl」 (S,2)

CHT(K,X)

RV(K,X)

給付 乗 率・ 11価等

PRO(K,X)

PROS(K,X)

FLl(K)

K年度末における満 X歳の受給者数 (1日法老齢

年金・退職 )

K年度末における満 X歳の受給者数 (旧法通算

老齢年金 。退職 )

K年度末における満 X歳の受給者数 (新法障害

年金 )

K年度末における満 X歳 の受給者数 (1口 法障害

年金 )

K年度末における満 X歳 、繰 上年数 XX年の受給者

の年金額 (新法老齢年金・老齢相当・退職 )

K年度末における満 X歳 、繰上年数 XX年の受給者

の午金額 (新法老齢年金・通老相当・退職 )

K年度末における満 X歳の受給者の年金額 (1目

法老齢年金・退職 )

K年度末における満 X歳の受給者の年金額 (旧

法通算老齢年金・退職 )

K年度末における満 X歳の受給者の年金額 (新

法障害午金 )

K年度末における満 X歳の受給者の年金額 (旧

法障害年金 )

有遺族率 (障害年金受給者以外 )

有遺族率 (障害年企受給者 )

死亡者 と新規裁定者の年齢相関

年金失権率 (老齢年金 )

年金失権率 (障害年金 )

障害厚生年金の等級割合 (1級 )

(2級 )

K年度末に満 X歳 となる者の K年度の報 llllに係る

再評価率
・

(単年の)年金改定率

給付乗率 (平成 14年度以前の期間に係 る分 )

給付乗率 (平成 15年度以降の期間に係 る分 )

基礎午金単価
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ADT(K,2)   :子 に対する基礎年金の加算額
(第 1子及び第 2子、1人 あた り)

WIF(K)    :中 高齢寡婦加算額
WIFE(K,V)   :経過的寡婦加算額
TMRV(K,X,V)  :死 亡者 と新規裁定者の新規裁定年金水準差

とする (な お、TMRV(K,X,V)は 、遺族年金の水準において、新規裁定者の

年金水準と死亡者の年金水準との差を調整するものである。)。 遺族年金の

新規裁定年金の推計においては、対象 となる給付の種類 」は

」=1 :報 lllll比例部分
14 :基礎年金給付費

21 :基礎年金の子に対する加算額
7 :中 高齢寡婦加算額

8 :経過的寡婦加算額

であり、当年度の Yl(K,S,X,T)、 Z(K,S,X,T,0)、 W(K,S,X,T,*)、 YE(K,S,X,T)

及 び WE(K,S,X,T,*)並 び に 前 年 度 の R(K-1,S,X-1,XX,I)及 び

F(K-1,S,X-1,XX,I,J)か ら RN(K,S,V,0,11)及 び「 N(K,S,V,0,H,」 )を推計す

る。

遺族年金は、X歳の被保険者、受給待期者または受給者が死亡した場合
に、YX(S,X)歳 の受給者を新規裁定することとしているが、YX(S,X)は 4姿数

値以外 もとることとしているため、

(た だ し、 [*]は *の整数部分 )

として、V歳 に (1-α )、 V+l歳にαの比率で振 り分けて発 41さ せている。

なお、受給待月]者か らの遺族年金については、公的年金の加人力]間等が

通算 して 25年以上あるとき等に支給 されるものであるが、老齢年金の新
規裁定年金の推計と同様に 25年の受給資格要件の判定を行わないllf計 と
している。

はじめに、新規裁定者数について

RN(K,S,V+1,0,11)=α *

(Σ Yl(K,S,X,T)*RS(S,X,1)
T

+Σ YE(K,S,X,T)*RS(S,X,1)
T

+Σ R(K二 1,S,X-1,XX,1)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)
ヽヽ
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+R(K_1, S, X-1,0, 5)XQ(K, S, X, 1)XRS (S, X, 1)

*zR(K-1,S,X-1,XX, g)xQ(t<, s, X, 1)*RS(S, X, 1)
XX

+R(K-1, S, X-l,0, 7)*g(K, S, X, 1)xRS (S, X, 1)

+ (R (K-1, s, x-1, o, 9) +R (K-1, s, x-1, 1o) )

*Q (K, S, X, 2) xits (S, X, 2) * (Cl, (S, 1) +CL (S, 2) ) )

RN(K, s, v, o, t1)=(1- a ) x

(Σ Yl(K,S,X,T)*RS(S,X,1)
T

+Σ YE(K,S,X,T)*RS(S,X,1)
T

+Σ R(K-1,S,X-1,XX,1)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)
XX

+R(K-1,S,X-1,0,5)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)

+Σ R(K-1,S,X-1,XX,3)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)
XX

+R(K-1,S,X-1,0,7)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)

+(R(K-1,S,X-1,0,9)+R(K-1,S,X… 1,10))

*Q(K,S,X,2)*RS(S,X,2)*(CI,(S,1)十 Ci.(S,2)))

と推 計 してい る。

次に、新規裁定年金額 (総額)を 次の とお り推言1^す る。まず、報酬比例

部分については、

印 に H,Q同 二α*:*

(Σ Yl α,S,X,T)*RS(S,X,1)
T

捕傾需 副に出 の

十
瑞
螂 ,岬 ,0-:埒ⅨL乱 ム脚 猟L助 )

25
*

面島狙雛①―シ
'

PRO(K,X)*W(K,S,X,T,0)

ぜЮまL瞑 KL驚 L■ D―
:組
吼 驚刹 {Ⅲ 同 D
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+Σ YE(K,S,X,T)*RS(S,X,1)
T

* (PRO (t<, x) *WE (K, S, X, T, 0) +PROS (K, X) xWE (K, S, X, T, 1) )

*IF(K-1,s,x-1,xx, 1, 1)xq(K, s, x, 1)*RS(s, x, 1)
\X

'h ( t +RV (t(, x) ) *TMRV (K, x, v+1)

+F(K_1, S, X-1,0,5, 1)*Q(K, S, X, 1)*RS(S, X, 1)

* (1+RV (K, x) ) *ruRv (K, x, v+1)

+ f t; (K - l,s,x -1,xX, 3, i) *q (K, s, X, 1),rlts (s, x, 1)
IX

*(I+RV(K, X))*TMRV(K, X, V+1)

+F (K-1, S, X-l ,0,7,1) xQ (K, S, X, 1) xRS (S, X, 1)

* ( I +RV (K, X) ) *TMRV (K, X, V+ 1 )

+F(K-1, S, X-1,0,9, l)*Q(K, S, X,2)*RS(S, X,2)

CL (S, t ) + Ct. (S, 2)>k -' *(t+RV(K, X))*.f[4tiv(K, x, v+1)
Cll. (S, t ) x t. 25 + Cl, (S, 2)

+F'(l(-1, S, X-1,0, 10, l)*Q(x, s, x,2)*RS(s, x,2)

,_ cL (S, 1) + Ct. (S, 2) *7 . 12511000 *25
ct_ (s, 1) * 1. 25 + CI_ (S, 2) 9. 5/1000 20

*(l+RV(K, X))*'t'MliV(K, X, V+1) )

FN(K, S, V,0, 11, 1)=(1-cr;*9*
4

(fvt (K,s,x,t')*RS (s, x, 1)
T

捕a帯却臨 U,①
+瑞 <KttLD一

;釧 鶏跳
脚 Ⅸ LЮ D

rnin (25,2(K,S,X,T, 0)- l) '

2

PRo (K, X) *W (K, S, X, T, o)

+PIIOS (K, X) * (W (K, S, X, T, 
" 

-;*BB (K, S, X, ]') *CI-IT (K, X) ) )

25
*
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+Σ YE(K,S,X,T)来 RS(S,X,1)
T

*(PRO(K,X)*WE(K,S,X,T,0)+PROS(K,X)*WE(K,S,X,T,1))

+Σ F(K-1,S,X-1,XX,1,1)*Qは ,s,X,1)*RS(S,X,1)
XX

*(1+RV(K,X))*TMRV(K,X,V)

+F(K-1,S,X-1,0,5,1)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)

*(1+RV(K,X))*TMRV(K,X,V)

+Σ F(K二 1,S,X-1,XX,3,1)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)
Xヽ

*(1+RV(K,X))*TMRV(K,X,V)

十F(K-1,S,X-1,0,7,1)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)

*(1+RV(K,X))*TMRV(K,X,V)

+I↑ (K-1,S,X-1,0,9,1)*Q(K,S,X,2)*RS(S,X,2)

*     *0■ K吼 Ю>側則は 0
CI″ (S,1)*1.25+CIノ (S,2)

+「 (K-1,S,X-1,0,10,1)*Q(K,S,X,2)*RS(S,X,2)

* CL(S,1)+CL(S,2)*7.125μ 000*生
CL(S,1)*1.25+CL(S,2) 9.71000 20

*(1+RV(K,X))*TMRV(K,X,V)                     )

と推計 している。

柿 ヽ  
…

は 翻 鯖 珊 が

…

%

年)に満たない者 については、300月 とみ なす ことによるものである。
また 、 旧法 障 害 年 金 受 給 者 が死 亡 した ときに裁 定 され る年 金 額 に

弥 颯
裸 じるは 略 障害鯰 叶 金額の算趨 こあたっ魚

午金給付乗率が異なつていること及び被保険者期間が 240月 (20年 )に満
たない者については 240月 とみなしていることについて調整するZ、要があ

ることによるものである。

厚生年金の被保険者期l間 に係る遺族基礎年金の給付費については、
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FN (K, S, V+1, 0, 1 1, 14)

= 0 *FL1 (K) *

(f vt (K,s,x,T)*RS (S, X, 1)
I

+IR (K -1,s,x -1,xx, l) xQ (t<, s, x, 1) *Rs (s, x, t)
x\

+ll (K-1, s, x-1, 0, 5) *Q (K, S, X, 1) *RS (S, X, 1) )

FN(K, s, v, o, 11, l4)

=(1-a)*plt(K)x
( | vt (K,s,x,T) xRS (S, X, 1 )

T

+Σ R(K-1,S,X-1,XX,1)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)
Xヽ

+R(K-1,S,X-1,0,5)*Q(K,S,X,1)*ltS(S,X,1) )

と推計 し、子 に対す る力|1算額 については、

FN(K,S,V+1,0,11,21)

=α *ADT(K,2)*

( )vt (K,s,x,T) *RS (s, x, I )
T

+f R(K-l,S,X-l,XX, 1)*Q(K, S, X, I)*lls(S, X, l)
\\

+R(K-1, S, X-l,0,5)*Q(K, S, X, 1)*RS(S, X, 1) )

l.'N (K, S, V, 0, 1 1, 21)

= ( 1- c, ) *AD'f (K, 2) *

(Σ Yl(K,S,X,T)*RS(S,X,1)
「

+Σ R(K-1,S,Xl,XX,1)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)
XX

+R(K-1,S,X-1,0,5)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)  )

と推計 している (有 子害1合 による調整は後述。)。

中高齢寡婦加算額については、

FN(K,S,V+1,0,11,7)

=α *WIF(K)*

(Σ Yl(K,S,X,T)*RS(S,X,1)+Σ YE(K,S,X,T)*RS(S,X,1)
T                      T
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*IR(K-1,s,x-1,xx, t)*Q(t<, s, x, 1)*RS(S, X, 1)

+R (K-1, S, X-l, 0, 5) xq (K, S, X, 1) *RS (S, X, 1)

+ (lt (K-1, s, x-1, 0, 9) +q i6-1, s, x-1, 0, 10) )

*Q (K, s, X, z) *RS (s, X,2)* (cL (s, 1) +cL (s, z) ) )

FN (K, S, V, o, rr,7)
=(1-o){.\{IF(K)*

(Σ Y]は,S,X,T)*RS(S,X,1)+Σ YE(K,S,X,T)*RS(S,X,1)
T                      T

十
Σ
Rα -1,S,X-1,XX,1)*Qは ,S,X,1)*RS(S,X,1)
ヽヽ

キR(K-1,S,X-1,0,5)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)

+(R(K-1,S,X-1,0,9)+R(K-1,S,X-1,0,10))

*Q(K,S,X,2)*RS(S,X,2)*(CL(S,1)十 CL(S,2)      )

と推 計 し、経過的寡婦加 算額 については、

FN(K,S,V+1,0,11,8)

=α *WiFE(K,V+1)*

( f vt (K,s,x,T) *RS (s, x, 1) + f yE (K,s,x,T) *RS (S, X, 1)
TT

+)R(K-l,s,x-1,xx, l)*Q(K, s, x, l)*lts(s, x, l)
xx

+R(K_I, S, X-l,0,5)*Q(K, S, X, ])*IIS (S, X, 1)

+(R(K*1, s, x-1,0,9)+R(K-1, s, X-1,0, l0))
xQ (K, S, X, 2) *RS (S, X, 2) x (CL (S, I ) +CL (S, 2) ) )

FN (l(, S, V, 0, i 1, 8)

= (1- a ) *WIliE (K, V)x

(Σ Yl(K,S,X,T)*RS(S,X,1)+Σ YE(K,S,X,T)*RS(S,X,1)
T                      T

+Σ Rは -1,S,X-1,XX,1)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)
Xヽ

+R(K-1,S,X-1,0,5)*Q(K,S,X,1)*RS(S,X,1)

+(R(K-1,S,X-1,0,9)十 R(K-1,S,X-1,0,10))

*Q(K,S,X,2)*RS(S,X,2)*(CL(S,1)+CL(S,2))     )

と推計 して いる。
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(4)受給者 。年金額の推計
(3)で 当年度中の新規裁定年金の推計を行つたが、これ と前年度末の受給
者の状況 とから当年度末の受給者の状況を推計する。

ここで、K:年度、S:被保険者種別、X:年齢、XX:繰上年数 (新法老齢
年金に限る。)、 I:年金種別、」:給付の種類 として、

変数

R(K,S,X,XX,I)

RN(K,S,X,XX,I)

F(K,S,X,XX,I,J)

FN(K,S,X,XX,I,」 )

TO(K,S,X,I)

TK(K,S,X, I,」 )

T(K,S,X,I,」 )

基礎 率

Q(K,S,X,1)

Q(K,S,X,2)

Q(K,S,X,3)

RC(S,X)

KD(K,S,1,1,X)

KD(K,S,1,2,X)

KD(K,S,1,3,X)

KD(K,S,2,1,X)

KD(K,S,2,2,X)

KD(K,S,2,3,X)

KD(K,S,3,2,X)

KD(K,S,3,3,X)

SIK(K,S,X,1)

K年度末における満 X歳、繰上年数 XX年の受給者数

K年度末に満 X歳 であり、繰上年数が XX年である

K年度中の新規裁定者数

K年度末における満 X歳、繰上年数 XX年の受給者の

年金額 (総額 )

K年度末に満 X歳であり、繰 二年数が XX年である

K年度中の力i規裁定者の新規裁定年金額 (総額 )

K旬三度末における満 X歳の受給者数

(繰上旬i数計 )

Kイ
「
度末における満 X歳の受給者数の年企額 (総

額・繰上年数計 。在職老齢年金の支給停 IL調整前 )

K年度末における満 X歳の受給者数の年金額 (総

額 。繰上年数計 。在職老齢年金の支給停止調整後 )

年金失確率 (老齢41企 )

年金失権率 (障害年金 )

年金失権率 (遺族年金 )

有子害J合

力‖給年金額対象者割合 (配偶者・老齢年金 )

ブ〕旧給年金額対象者害1合 (第 1子及び第 2子・老齢

年金 )

力‖給年金額対象者割合 (第 3子 以降・老齢年金 )

加給 1■金額対象者割合 (配偶者・障害年金 )

加給年金額対象者害1合 (第 1子及び第 2子・障害

年金 )

力Π給年金額対象者害1合 (第 3子以降・障害年金 )

加給年金額対象者害1合 (第 1子及び第 2子 。遺族

年金 )

加給年金額対象者害J合 (第 3子以降・遺族年金 )

在職老齢年金額支給害1合 (老齢相当)
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とする (こ こでは、基礎年金の子に対する加算対象者害J合についても、加給

午金額対象者割合 とよぶ。)。

年金失権率については、年金種別別に設定してお り、以下では

(1=1～ 8)

(1=9,10)

(1=H～ ]3)

とする。なお、年金失権率については、将来推計人 口における将来の死亡率

改善を織 り込んでお り、これ と同程度の改善を年度 ごとに性、年齢別に行つ

ている。

まず、S:被保険者種別、X:イ1三齢、XX:
の種類 ごとに

R(K,S,X,XX,I)=R(K-1,S,X-1,XX,I)*TMQ(K,S,X,1)+RN(K,S,X,XX,I)

F(K,S,X,XX,I,J)

=F(K-1,S,X-1,XX,I,J)*TMQ(K,S,X,1)*(1+ltV(K,X))

+FN(K,S,X,XX,1,」
)

と当年度中の失 1権者の控除及び新規裁定分の川1算 を行 う。なお、先にも述ベ

たとお り、新規裁定年金については、新法老齢旬i金、新法障害年全及び新法

遺族年金についてのみ発生することとしている。

次に、先にも述べた とお り、加給年金額、基礎年金の振替カロ算額等につい

ては、全ての者に対 して計上 しているところであ り、ここで、対象者害1合 、

有子割合等を乗 じている。

また、繰 上午数別に推計 している新法老齢年金については繰上減額処理を

行い合算するとともに、障害年金については障害 3級 の報酬比例部分の計算

額 と最低保障年金額 とを比較 し差額分を最低保障に Z、 要な額 として計算 し

ている。

SIK(K,S,X,2)

RV(K,X)

給付乗 率・ 単価等

RIG(XX,X)

ADT(K,2)

ADT(K,3)

TO(K,S,X,I)=Σ R(K,S,X,XX,1)
XX

在職老齢年金額支給害1合 (通老相当)

(単年の)年金改定率

繰上支給率 (=1-繰上減額率 )
加給年金額 (第 1子及び第 2子、 1人 あた り)

加給年金額 (第 3子以降、 1人あた り)
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TK(K,S,X,I,1)=Σ F(K,S,X,XX,I,1)*RIG(XX,X)
XX

(I=1～ 4、 報 lllll比例部分 )

TK(K,S,X,I,2)=Σ F(K,S,X,XX,I,2)*RIG(XX,X)
Xヽ

(I=1～ 4、 定額部分 )

TKは,S,x,I,10=Σ F(K,S,X,XX,1,14)*RIG(XX,X)
・                    XX

(I=1～ 4、 基礎年金部分 )

TK(K,S,X,1,14)=F(K,S,X,0,I,14)*RC(S,X)

(I=11,12、 基礎 年金部分 )

TK(K,S,X,1,7)=ド (K,S,X,0,1,7)*(1-RC(S,X))

(1=ll,12、 中高齢 寡婦加算額 )

TK(K,S,X, 1,8)=F(K,S,X,0,I,8)*(1-IRC(S,X))

(I=11,12、 経過 的寡婦りЛI算額 )

TK(K,S,X,1,4)=Σ F(K,S,X,XX,1,4)*KD(K,S,1,1,X)
Xヽ

(1=1～ 8、 ノЛI給年金額 (配偶者))

TK(K,S,X,I,5)

=p_脚 ,シ 0に出 かⅨい 甲*鵬 )

ヽヽ

(1=1～ 8、 加給年金額 (子 ))

TK(K,S,X,1,6)=Σ F(K,S,X,XX,l,6)*KD(K,S,1,1,X)
Xヽ

(I=1～ 8、 基礎年金の振替加算額 )

′
「K(K,S,X,1,23)=Σ F(K,S,X,XX,I,23)*KD(K,S,1,1,X)

ヽヽ

(I=1～ 8、 配偶者 に対す る加給年金額の特別力n算額 )

TK(Iく ,S,X,1,4)=F(K,S,X,0,1,4)*KD(K,S,2,1,X)

(1=9,10、 加給年金額 (配偶者 ))

TK(K,S,X,1,6)=F(K,S,X,0,I,6)*KD(K,S,2,1,X)

(I=9,10、 基礎年金の振替加算額 )

TK(K,S,X, 1,12)=max(F(K,S,X,0,I,12)一 F(K,S,X,0,I,10),0)

(I=9、 障害 3級の最低年金額 を保障す るのに必要な額 )
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fに呻コ <ЮにVか騨い,論*器 )

(I=9,10、 子に対す る基礎年金の加算額 )

TK(K,S,X,1,21)

郵 ,V")的 に 叫 刺 叫 刷 *器 )

(I=H～ 13、 子に対・す る基礎年金の加算額 )

TK(K,S,X,I,J)=Σ F(K,S,X,XX,1,」 )
Xヽ

(上記以外、XXについて和をとるのは新法老齢年金に限る。)

さらに、60歳 か ら69歳までの被保険者及び 70歳以 上の被用者については、

報101等 に応 じて年金額の支給停 止が行われるため、ここで年金額支給害1合を

乗 じることにより、支給停 LL後 の年金額を推計 しているもなお、70歳 以上の

被用者の支給停止は、平成 19年度以降 70歳に到達する者か ら適用 されるた

め、これ らの者についてのみ支給害1合 を乗 じて推計 している。

T(K,S,X,2,」 )=TK(K,S,X,2,J)*SIK(K,S,X,1)

(支給停止調整後の在職老齢年金 (老齢相当、基礎 1■金給付費を除く))
T(K,S,X,4,」 )=TK(K,S,X,4,J)*SIK(K,S,X,2)

(支給停 lL調整後の在職老齢イli金 (通老相当、基礎年金給付費を除く))
T(K,S,X,1,」 )=TK(K,S,X,I,J)              (L記 以外 )

この推計を行 うことにより、受給者数及び年金額の年度末の推計値が確定

することとなる。

(5)年度間値の推計
(4)ま でで被保険者、受給者について年度末値の推計が終 了したことに
なる。これをもとに、各年度における収支の状況を作成するには、これから

・ 年度間値を推計する必要があるため、以下ではこの推計方法を述べる。

なお、年金額の年度問値の推計については、(4)ま での年度末値の推計
結果をもとに、給付水準調整期間の推計に係るスキームにおいて、給付水準

調整害1合及び支払時期を考慮 し推計 している (4を参照 )。

K:年度、S:被保険者種別、X:年齢、1:年金種別、J:給付の種類 とし
て 、

変数

G(K,S,X,T) :K年度末における満 X歳、被保険者期]問 T年の被保険者

数
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A(K,S)

BB(K,S,X,T)

AP(K,S)

TO(K,S,X,I)

DO(K,S,X,I)

とする。

年度問値については前年度末の状況と当旬i度末の状況 とから、具体的には

G(K-1, S, X-1,'f-1) & CI G(K, S, X, T) /. I A(K, S) A . G(K-1, S, X-1,'f-1) .

BB(K-1,S,X-1,T-1)、 G(K,S,X,T)及 び BB(K,S,X,T)か ら AP(K,S)を 、

TO(K-1,S,X-1,I)及 び TO(K,S,X,1)か ら DO(K,S,X,1)を 推計す ることとなる。

K年度における被保険者数 (年齢、被保険者期間計 )

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の被保険者

1人 当た りの報 llllll年額

K年度における被保険者の報ulI年額総額 (年齢、被保険者期

間言十)

K年度末における満 X歳の受給者数

K年度における K年度末に満 X歳 である受給者数

嵐い =不 (:岬∝卜聯ザ→+;*ン 驚ヽヽつ)

と推計 している。

次に、保険料 1又人の基礎 となる報 lllll年額については、保険料の微収時期 を

考慮に入れ (1か月分 )、

AP(K,S)=澪 (3*(平 G(K-1,S,X-1,T-1)*BB紅 1,S,X-1,T-1))

十
烏
*(平 G(K,S,X,つ *BB(K,S,X)′「)))

と推計している。

また、受給者数については、

関に ヽD=:細 い がメ」』
・
はヽ跳 D)

と推計している。
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2.国民年金における推計方法

国民年金の財政計算のスキームの概要は厚生年金 と同様であり、財政計算を行

うに当たつては、前年度までの推計値 (初期値は基礎数 として投入する)を もと

に、このスキームによつて当年度の推計値を漸次推計 してお り、計算式は漸化式

で与えられることとなる。

(1)被保険者の加入 。脱退の推計
各年度における性

計 されている。

ここでは、この結

率 として設定した脱

ここで、K:年度、

変 数

L(K,S,X)

G(K,S,X,T)

GZ(K,S,X,T)

GE(K,S,X,T)

GI]Z(K,S,X,T)

GNN(K,S,X)

Y(K,S,X,T)

YO(K,S,X,T)

Yl(K,S,X,T)

。年齢別の被保険者数は、彼保険者推計において別途推

果 と一致するような被保険者の加入・脱退の状況を基礎

退力をもとに推計することとなる。

S:被保険者種別、X:年齢、T:被保険者期間とし、

被保険者数推計における K年度末に満 X歳である被保

険者数

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の被保険者

数

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の被保険者

であって、 (K-1)イ 1三度末から引き続き被保険者である者

(残存被保険者者)の数
K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の受給待期

者数

K年度末における満 X歳、被保険者期間 T年の受給待期

者であって、(K-1)年 度末から引き続 き受給待期者であ

る者の数

K年度中の新規加入者であって、K年度末に満 X歳であ

る者の数

K年度中の脱退者であって、K年度末に満 X歳 、被保険

者期]問 T年である者の数

K年度中の生存脱退者であって、K年度末に満 X歳、被

保険者期1問 T年である者の数

(K-1)年度末に満 (X-1)歳 、被保険者期間 (Tl)年の被保

険者であった者の うち、K年度中に死 亡脱退 した者の数
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基礎率

U(K,S,X)  :X歳 の被保険者の総脱退力
Ul(K,S,X)  :X歳 の被保険者の死亡脱退力
Q(K,S,X)  :(K-1)年 度末に (X-1)歳 である受給待期者 の K年度中に

おける死亡率

とす る。

彼 保 険 者 の 加 入 。脱 退 の 推 計 に お い て は 、 (K-1)年 度 に お け る

G(K-1,S,XTl,卜 1)及 び GE(Kl,S,X-1,T-1)か ら K年 度 の G(K,S,X,T)及 び
GE(K,S,X,T)を 推計す る。 まず (前年か ら引き続 き加入 。待期す る者 を
GZ(K,S,X,T)=G(K-1,S,X-1,T-1)*exp(― U(K,S,X))                 (T〉 0)

GZ(K,S,X,0)=0

GEZ(K,S,X,T)=GE(K-1,S,X-1,T)*(1-Q(K,S,X))

として推言
―
卜す る。

次に、残存被保険者 GZについて被保険者期間 Tに関 して和をとり、Lと 比

較す ることによ り、K年度の新規加入者数 を推計す る (再加入者はお らず、
すべて新規加入す るもの として推計 している )。 すなわち、  .    ′

GNN(K,S,X)=L(K,S,X)一 Σ GZ(K,S,X,T)
T

とす る。 これ らか ら、K旬三度 末の被保険者数 を、

G(K,S,X,T)=GZ(K,S,X,T)                                      (′「〉o)

G(K,S,X,0)=GNN(K,S,X)

として推計す る。 また、脱退者等 を、

Y(K,S,X,T)=G(K-1,S,X-1,T-1)一 GZ(K,S,X,T)                      (T〉 0)

Y(K,S,X,0)=0

Yl(K,S,X,T)

=(G(K-1,S,X-1,T-1)+GZ(K,S,X,T))/2*Ul(K,S,X)               (T〉 0)

Yl(K,S,X,0)=0

YO(K,S,X,T)=Y(K,S,X,T)一Yl(K,S,X,T)

GE(K,S,X,T)=GEZ(K,S,X,T)+YO(K,S,X,T)

と推計 してい る。なお、受給待期者 が老齢基礎年金 の受給年齢 に達 した後は、

(3)に お いて GEを も とに新規裁定者の推 計を行 うが、その者 は受給待期
者では無 くなるため、老齢基礎年金新規裁 定者 の推計 を行 つた後 に、受給待

期者 か ら新 規老齢基礎年金受給権者 を控除す る処理 を行 ってい る。
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(2)被保険者期間及び保険料納付期間・免除期間等の推計
次に、年金給付を算定する際の基礎となる各年度末における被保険者期間

等を推計する。

ここで、K:年度、S:被保険者種別、X:年齢、T:被保険者月]間 、M:保

険料免除区分、F:国庫負担割合 1/2引 き上げ前・後別とし、
変数

N_Z(K,S,X,T,0,0)

N_Z(K,S,X,T,1,0)

N_Z(K,S,X,T,2+M,F):

N_ZE(K,S,X,T,0,0)

N_ZE(K,S,X,T,1,0)

N_ZE(K,S,X,T,2+M,F)

N_Yl(K,S,X,T,0,0)

N_Yl(K,S,X,T,1,0)

N_Yl(K,s,X,T,2+M,F)

基礎 率

NJ(K,S,X,0)

N」 (K,S,X,1+M)

G(K,S,X,T)に 係る平均被保険者期 Fn5年数

G(K,S,X,T)に 係る平均保険料金額納付期間年数

G(K,S,x,T)に 係る平均保険料免除期]間年数

GE(K,S,X,1｀ )に係 る平均被保険者期]間年数

GE(K,S,X,′「)に係 る平均保険料金額納付期間年数

:GE(K,S,X,T)に 係る平均保険料免除期間年数

Yl(K,S,X,T)に 係 る平均被保険者期]問年数

Yl(K,S,X,T)に 係 る平均保険料金額納付期間年数

:Yl(K,S,X,T)に 係る平均保険料免除期間年数

G(K,S,X,′「)の うち保険料金額納付者の害J合

G(K,S,X,′「)の うち保険料免除者の割合

とする。なお、保険料免除区分は

M=0:保 険料金額免除

=1:保険料 4分の 3免除

=2:保険料 2分の 1免除

=3:保険料 4分の 1免除

とし、 また、国庫負担害1合は
F=0:国 庫負担割合 1/2引 き Lげ前期間 (2008年 度以前期間 )
=1:国庫負担割合 1/2引 き Lげ後期間 (2009年 度以降期間 )

としている。

被保険者刃]間 等の推計では、N_Z(K-1,S,X-1,卜 1,*,*)か ら GNN(K,S,X)と

G(K,S,X,T)を 元 に N_Z(K,S,X,T,*,*)を 、 N ZE(Kl,S,X-1,T,*,*)か ら

N_ZE(K,S,X,T,*,*)を 推言1づ
~る
。

まず、被保険者期間については、

N_Z(K,S,X,T,0,0)=N_Z(K-1,S,X-1,T-1,0,0)+1                  (T〉 o)

N_Z(K,S,X,0,0,0)=1/2

としている。
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また、保険料全額納付刃]間 は、

N_Z(K,S,X,T,1,0)

=N_Z(K-1,S,X-1,T-1,1,0)+N」 (K,S,X,0)                       (T〉 o)

N_Z(K,S,X,0,1,0)=1/2*N」 (K,S,X,0)

と推計 してい る。免 除期 間については国庫負担害1合の 1/2へ の引き上 げ前
後 の期 間で年金額が異 な るこ とか ら、引き上 げ前後の刃]間 に分 けて推計 して

お り、 K≧ 2009にお いては、

N_Z(K,S,X,T,2+M,0)

=N_Z(K-1,S,X-1,T-1,2+M,0)                                 (T〉 o)

N_Z(K,S,X,0,2+M,0)=0

N_Z(K,S,X,T,2+M,1)

=N_Z(K… 1,S,X-1,T-1,2+M,1)+N」 (K,S,X,1+M)                    (T〉 0)

N_Z(K,S,X,0,2+M,1)

=1/2*N」 (K,S,X,1+M)

と推計 してい る (K≦ 2008の 場合 は「 =0,F=1そ れぞれ について、使用す る式

を入れ替 えた形 で推 計 してい る )。

また、受給 待川1者 につ いて も被保険者 にお ける推 計方法 と同様 であ るが、

当年度 に係 る期 間を加算 しない よ うに推計 を行 う。

N_ZE(K,S,X,T,0,0)

=(GI]Z(K,S,X,T)*N_ZE(K-1,S,X-1,T,0,0)+YO(K,S,X,T)

*(NτZ(K-1,S,X-1,T-1,0,0)+1/2))/GE(K,S,X,T)               (T〉 0)

N_ZE(K,S,X,0,0,0)=N_ZE(K-1,S,X-1,0,0,0)

N_ZE(K,S,X,T,],0)

=(GEZ(K,S,X,T)*N_ZE(K-1,S,X-1,T,1,0)+YO(K,S,X,T)

*(N_Z(K-1,S,X-1,T-1,1,0)+1/2*N」 (K,S,X,0)))/GE(K,S,X,T)

(T〉 0)

N_ZE(K,S,X,0,1,0)=N_ZE(K-1,S,X-1,0,1,0)

N_ZE(K,S,X,T,2+M,0)

=(GEZ(K,S,X,T)*N_ZE(K-1,S,X-1,T,2+M,0)

+YO(K,S,X,T)*N_Z(K一 l,S,X-1,T-1,2+M,0))/GE(K,S,X,T)      (T〉 0)

N_ZE(K,S,X,0,2+M,0)=N_ZE(K-1,S,X-1,0,2+M,0)

N_ZE(K,S,X,T,2+M,1)

=(GEZ(K,S,X,T)*NttZE(K-1,S,X-1,T,2+M,1)

+YO(K,S,X,T)*(N_Z(K-1,S,X-1,T-1,2+M,1)

+1/2*N」 (K,S,X,1+M)))/GE(K,S,X,T)                      (T〉 0)

N_ZE(K,S,X,0,2+M,1)=N_ZE(K-1,S,X-1,0,2+M,1)
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と推計 している。なお、免除期間の推計は被保険者の時と同様に K≧ 2009の

時のものである。

また、死亡脱退者については、

N_Yl(K,S,X,T,o,o)=N_Z(K-1,S,X-1,T二 1,0,0)+1/2                 (T〉 o)

N=Yl(K,S,X,0,0,0)=1/2

N_Yl(K,S,X,T,1,0)

=N_Z(K-1,S,X-1,T-1,1,0)+1/2*N」 (K,S,X,0)                    (T〉 0)

N_Yl(K,S,X,0,1,0)=1/2*N」 (K,S,X,0)      ′

N_Yl(K,S,X,T,2+M,0)=N_Z(K-1,S,X-1,T-1,2+M,0)                (T〉 0)

N_Yl(K,S,X,0,2+M,0)=0

N_Yl(K,S,X,T,2+M,1)

=N_Z(K-1,S,X-1,T-1,2+M,1)+1/2*N」 (K,S,X,1+M)               (T〉 0)

N_Yl(K,S,X,0,2+M,1)=1/2*N」 (K,S,X,1+M)

と推計 している。なお、免除期1間 の推計は被保険者の時と同様に K≧ 2009の

時のものである。

(3)新規裁定年金の推計
(2)ま でにおいて、被保険者及び受給待期者の被保険者期間及び保険料
金額納付期間等の年金給付の算定基礎が推計 されるが、被保険者及び受給待

期者が年金受給の支給要件を満た した段階で、新規裁定年金の推計を行 うこ

ととなる。以下では、老齢年金、障害旬■金、遺族年金について、それぞれ、

各年度末における新規裁定年金の推計方法について述べる。なお、新規裁定

者は全て新法年金を受給するものとしている。

①老齢基礎年金

老齢年金は、国民年金の保険料未納期間を除く公的年金制度の加入期l問

と外国に居住 していた期間等のいわゆるカラ期間を通算 して 25年 に満た

ない場合 (経過的に受給資格期間が短縮 されている場合は、短縮 された期l

間に満たなぃ場合)には、支給 されないことになっているが、国民年金の

財政計算においては、国民年金以外の加入期間等を通算 して 25年以 上と

なるか どうか判別できないため、25年の受給資格要件の判定は行わず、年

齢が支給開始年齢に達 しているかのみ判定 して、新規裁定の推計を行つて

いる。

ここで、K:年度、Si被保険者種別、X:年齢、T:被保険者期間、M:

保険料免除区分、F:国庫負担害1合 1/2引 き上げ前・後別、XX:受給開始
午齢 とし、
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変数

N_FNR(K,S,X,XX,0)

N_FNR(K,S,X,XX,1+M)

基礎 率

N_RIS(K,S,X)

RIG(K,S,X,XX)

国庫負担割 合 e年金額等

HW(M)

KW(F)

CAN(K,X)

ドIン 1(K)

基礎年金拠出金で賄われる老齢基礎年金総額

(新規裁定 )

特別国庫負担で賄われる老齢基礎年金総額

(新規裁定 )

年度末における満 X歳の受給待期1者の うち
老齢年金の裁定請求する者の吉」合

老齢基礎年金の繰 11減額率

多段階免除における保険料の納付害1合

(1か ら免除割合をり|いたもの )

基礎年金拠出金にかかる国庫負担害1合

加入可能年数

満額の基礎年金額

とする。 まず 、基礎年金拠出金で賄われ る旬1金 は

N_FNR(K,S,X,XX,0)

=Σ T(Illン 1(K)*RIG(K,S,X,XX)*N_ZE(K,S,X,T,1,0)/CAN(K,X)

*GI](K,S,X,T)*N_RIS(K,S,X))

+Σ TΣ ‖ΣF(I↑ lン 1(K)*RIG(K,S,X,XX)*N_ZE(K,S,X,T,2+M,11)

*HW(14)/CAN(K,X)*GE(K,S,X,T)*N_Iマ IS(K,S,X))

と推言十している。

次に、特別 |工lllll‐ 負担で賄われ る年金は

N_FNR(K,S,X,XX,1+M)

=Σ TΣ F(FIン 1(K)*RIG(K,S,X,XX)*N_Zl](K,S,X,T,2+M,F)*KW(17)

*(1-HW(M))/CAN(K,X)*GE(K,S,X,T)*N_RIS(K,S,X))

と推計 している。

②20歳前障害基礎年金

(国民年金法第 30条の 4により裁定される障害基礎年金 )
K:年度、SE:性別、X:年齢、G:障害等級 とし、
変数

J(K,SE,X)     :総 人「コ
LRNS](K,SE,X,G) :20歳前障害基礎午金の受給権者数 (新規裁定)
N_FNSl(K,SE,X,G,0):20歳 前障害基礎年金基本年金総額 (新規裁定)

唯FNSl(K,SE,X,G,1):20歳 前障害基礎年金加算額総額 (新規裁定)

基礎率
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N_U21(K,SE,X)  :20歳 前障害基礎年金発生割合
LCLl(K,SE,X,G) :障 害等級割合 (20歳前障害基礎年金 )
N_KDSl(K,X,2)  :第 1子及び第 2子加算割合

(20歳前障害基礎年金 )

N_KDSl(K,X,3)  :第 3子以降加算害1合 (20歳 前障害基礎年金 )
給付乗率・ 単価等

ADT2(K)     :第 1子及び第 2子加算額

ADT3(K)     :第 3子以降加算額
SG(G)      :障 害等級 にお ける年金給付害Jり 増 し割合

=  とう
~る
。

20歳前障害基礎年金については、

N_RNSl(K,SE,X,G)

=」 (K,SE,X)*N_U21(K,Si],X)*N_Clソ 1(K,SE,X,G)

N_「NSl(lく ,SE,X,G,0)=N_RNSl(K,SE,X,G)*FIン 1(K)*SG(G)

N_「NSl(K,SE,X,G,1)

=N_IRNS l(K,SE,X,G)

*(ADT2(K)*N_KDSl(K,X,2)+ADT3(K)*N_KDSl(K,X,3))

と推計 している。

③一般障害基礎年金 (②以外の障害基礎年金 )

K:年度、S:被保険者種別、X:年齢、T:被保険者期間、G:障害等級
とし、

変数

N_RNS2(K,S,X,G)  :一般障害基礎午金の受給権者数 (新規裁定 )
N_FNS2(K,S,X,G,0) :一 般障害基礎年金基本年金総額 (新規裁定)
N_FNS2(K,S,X,G,1) :一 般障害基礎年金加算額総額 (新規裁定 )

基 礎 率

N_U22(K,S,X)

N_CL2(K,S,X,C)

N_KDS2(K,X,2)

N_KDS2(K,X,3)

とする。

一般障害基礎年金 については、

N_RNS2(K,S,X,G)

=Σ T((G(K-1,S,X-1,T-1)+GZ(K,S,X,T))/2

*N_U22(K,S,X)*N_CL2(K,S,X,G))

被保険者の一般障害年金発生力

障害等級害1合 (一般障害基礎年金 )

第 1子及び第 2子加算害1合 (一般障害基礎年

金 )

第 3子以降加算害1合 (一般障害基礎年金 )
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NttFNS2(K,S,X,G,0)=N_RNS2(K,S,X,G)*FLl(K)*SG(G)

N_FNS2(K,S,X,G,1)

=N_RNS2(K,S,X,G)

*(ADT2(K)*N_KDS2(K,X,2)+ADT3(K)*N_KDS2(K,X,3))

と推計している。

④妻が受給権者となる遺族基礎年金

K:年度、S:被保険者種別、X:被保険者年齢、T:被保険者期間、XI:
遺族年金を受給する妻の年齢とし、

変数

N_RN11(K,Xl) :妻 が受給権者 となる遺族基礎年金の受給権者数

(新規裁定 )

妻が受給権者 となる遺族基礎年金基本年金総額

(新規裁定 )

妻が受給権者 となる遺族基礎年金加算額総額

(新規裁定 )

遺族年金発 4L害1合 (妻 )

遺族 1■金年齢村1関 (妻 )

第 1子及び第 2子加算割合

(妻が受給権者 となる遺族基礎年金 )

第 3r‐以降加1算割合

(妻 が受給権者 となる遺族基礎年金 )

とする。

死 亡 した被保険者の年齢 に対 して、 4F齢相関より

α ll(X,XI)=1-IN YXl(K,X)一 Xl l  (IN YX](K,X)一 XI I<1)
α11(X,Xl)=0 (L記以外の場合 )

とし、

N_RN11(K,XI)

=Σ sΣ 、ΣT(Yl(K,S,X,T)*N_RS11(K,S,X)*α 11(X,XI))

N_FN11(K,Xl,0)=N_RN11(K,Xl)*FLl(K)

N_FN11(K,Xl,1)

=N_RN11(K,XI)

*(ADT2(K)*N_KD11(K,Xl,2)+ADT3(K)*N_KD11(K,XI,3))

と推計 してい る。

N_FNll(K,Xl,0)

N_「NII(K,XI,1)

鬼礎 率

N_RS11(K,S,X)

N_YXl(K,X)

N_KDll(K,XI,2)

N_KDil(K,XT,3)
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⑤子が受給権者となる遺族基礎年金

K:年度、Si被保険者種別、X:被保険者年齢、T:被保険者期l間、XI:

遺族年金を受給する子の年齢とし、

変数

LRN12(K,XI) :子 が受給権者となる遺族基礎年金の受給権者数
(新規裁定 )

子が受給権者 となる遺族基礎年金基本年金総額

(新規裁定 )

子が受給権者 となる遺族基礎年金加算額総額

(新規裁定 )

遺族年金発生割合 (子 )

遺族年金年齢相関 (子 )

第 2子加算害1合

(了
‐が受給権者 となる遺族基礎午金 )

第 3子以降加算割合

N_FN12(K,XI,0)

N_FN 12(K,XI,1)

基礎 率

N_RS12(K,S,X)

N_YX2(K,X)

N_KD12(K,XI,2)

N_KD12(K,Xl,3)

(子が受給権者 となる遺族基礎年金 )

とす る。

死 亡 した被保険者の年齢に対 して、年齢相関より

α12(X'XI)=1-IN_YX2(K,X)一 XI I (IN_YX2(K,X)一 XI I<1)、

α 12(X,Xl)=0 (上記以外の場合 )

と し、

N_RN12(K,XI)

=Σ sΣ xΣ T(Yl(K,S,X,T)*N_RS12(K,S,x)*α 12(X,XI))

N_FN12(K,Xl,0)=N_RN12(K,Xl)*IFlン 1(K)

N_FN12(K,XI,1)

=N_RN12(K,XI)

*(ADT2(K)*N_KD12(K,Xl,2)+ADT3(K)*N_KD12(K,Xl,3))

と推 計 してい る。

⑥国民年金の独 自給付

・寡婦年金

遺族基礎年金における受給権者推計 と同様に寡婦年金の受給 1権者の

推計を行い、年金額は死 亡した被保険者の納付状況に基づいて老齢基礎

年金の年金額 と同様に計算 された額の 4分 の 3と して推計 している。
・死亡一時金

死亡脱退者に対 し、死亡一時金発生割合を乗 じることにより、受給権
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者の推計を行い、一時金額は死亡者の納付状況に基づいて推計 している。

・付力Π年金

納付状況として、保険料全額納付者割合等のかわ りに付加年金の納付

割合を用い、老齢基礎年金の推計 と同様にして推計を行つている。

(4)年金総額の推計
(3)において推計 された新規裁定年金及び既に裁定されている年金給付
から当年度末の年金額の推計を行 う。

①老齢基礎年金

K:年度、S:被保険者種別、X:年齢、Mi保険料免除区分、XX:受給開
始年齢 とし、

変数

N_FRI(K,S,X,XX,0) :基 礎年金拠出金で賄われる年金総額 (新法 )
N_ドRl(K,S,X,XX,1+M):特別国庫負担で賄われる1■金総額 (新法 )

基礎率

畦TMQR(K,X)    :老齢年金失権率
RV(K,X)      :(単 年の)イli金改定率

とする。

新法老齢年金については、

N_FRl(K,S,X,XX,[0-4])

=N_FRl(K-1,S,X-1,XX,[0-4])*(1-N_TMQR(K,X))*(1+RV(K,X))

+N」lNR(K,S,X,XX,[0-4])

と推計 している。

また、旧国民年金法により裁定されている年金

N FR2(k,S,X,XX)  :1口 法老齢年金
N FR3(K,S,X,XX)  :1口 法通算老齢年金

N_FR4(K,S,X,XX)  :1日 法 :五有三111金

については、新 たに裁定 され る者がいないため、

N_FR2(K,S,X,XX)

= N_FR2(K-1,S,X-1,XX)*(1-N_TMQR(K,X))*(1+RV(K,X))

等 としてlll計 している。
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②20歳前障害基礎年金

(国民年金法第 30条の 4により裁定される障害基礎年金 )
K:年度、SE:性別、X:年齢、G:障害等級 とし、
変数

N_FSl(K,SE,X,G,0) :20歳 前障害基礎年金基本年金総額
N_FSl(K,SE,X,G,1) ,20歳 前障害基礎年金加算額総額

基礎率

N_TMQSl(K,X)   :20歳前障害基礎午金失権率
とする。ここで、基本年金額は、

N_FSl(K,SE,X,G,0)

=N_FSl(K-1,SE,X-1,G)*(1-N_TMQSl(K,X))*(1+RV(K,X))

+N_FNSl(K,SE,X,G,0)

と推言1‐ してい る。  ,
また、カロ算額 は、

N_FSi(K,SE,X,G,1)

=N_FSl(K,SE,X,G,0)/Flン 1(K)/SG(G)

*(ADT2(K)率 N_KDSl(K,X,2)+ADT3(K)*N_KDSl(K,X,3))

と推計 している。

③一般障害基礎年金 (②以外の障害基礎年金 )

② と同様に

N FS2(K,S,X,G,0)  :一 般障害基礎年金基本年金総額
N_FS2(K,S,X,G,1)  :一 般障害基礎年企加算額総額

を推計 している。 ここで、Sは被保険者種別のことである。

④妻が受給権者となる遺族基礎年金

K:年度、XI:遺族年金を受給する妻の年齢 として、

変数

N_Fll(K,Xl,0)  :妻 が受給権者 となる遺族基礎年金基本年金総額
N_F11(K,XI:1)  :妻 が受給権者 となる遺族基礎年金加算額総額
基礎率

N TMQ11(K,Xl)  :遺 族年金失権率 (妻 )
基本年金額は、

N_F11(K,Xl,0)

=N_F11(I(-1,X]-1,0)*(1-N_TMQll(K,XI))*(1+RV(K,Xl))

+N_FN11(K,XT,0)

と推計 してい る。
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また、加算額は、

N_F11(K,XI,1)

=N_F11(K,XI,0)/FLl(K)

*(ADT2(K)*N_KD11(K,XI,2)十 ADT3(K)*N_KD12(K,XI,3))

と推計 している。

⑤子が受給権者となる遺族基礎年金

④ と同様に

N_F12(K,Xl,0)  :子 が受給権者 となる遺族基礎年金基本年金総額
N_F12(K,XI,1)  :子 が受給権者 となる遺族差礎年金加算額総額

を推計 している。

⑥国民年金の独自給付

寡婦年金、付加年金 ともに老齢基礎年金 と同様の方法で1雀 計 している。

(5)国民年金の基礎年金拠出金算定対象者数の推計
基礎年金は、各制度から1処出され る基礎年金拠は1金により賄われてお り、

各制度が拠出する基礎年金拠出金は拠出金算定対象額を拠出金算定対象者

数の比率により按分 した額である (国 民年金はさらに、特別国庫負担対象給

付額を拠出する。)。 以下、国民年金に係る拠出金鏡i定対象者数の推計方法を

述べる。

ここで、K:年度、S:被保険者種別、X:年齢とし、
変数

KSl(K,S,X):拠 出金算定対象者数

とする。

拠出金算定対象者数は、

KSl(K,S,X)

=(G(K-1,S,X-1,T-1)+G(K,S,X,T))/2

*(N」 (K,S,X,0)+Σ N(NJ(K,S,X,1+M)*HW(M)))

と推計 され、1号被保険者にかかる拠出金算定対象者は、

ΣSll号被保険者Σ xKSI(K,S,X)

と推計 している。

(6)基礎年金拠出金の推計
厚生年金 。国民年金財政計算のスキームにより推計された給付費等を元に

各制度の (ス ライ ド調整前及び調整後の)基礎年金拠出金の推計を行 う。
ここで、K:年度、NS:年金制度、NK:年金区分、KT:拠出企対象給付・特
別国庫対象給付別、X:年齢、SL:ス ライ ド調整前・後別 とする。 さらに、
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KT=0:拠出金対象給付
=1:特 別国庫対象給付
SL=0:ス ライ ド調整前
=1:ス ライ ド調整後

とする。

変数

KS(K,NS)

K_K(K,NS,X,SL)

K_T(K,X,SL)

基礎率

R(K,X)

KK(K,NS,NK,KT,X) :各 liJ度の財政計算で推計された基礎年金給付費

(ス ライ ド調整前 )

拠出金算定対象者数

基礎年金拠出金対
・
象給付費

特別国庫負担対象給付費

基礎年金部分のスライ ド調整の累積調整率

受給者 の年齢別 の基礎年企拠 出金対象給付 は制度月11の 拠 出金算定対象者

数の比率によ り

K_K(K,NS,X,0)

=(Σ NS Σ NKKK(K,NS,NK,0,X))*KS(K,NS)/Σ  NSKS(K,NS)

K_K(K,NS,X,1)

=(Σ NS Σ NK(KK(K,NS,NK,0,X)*R(K,X)))*KS(K,NS)/Σ  NSKS(K,NS))

と推計 してい る。

また、特別 国力li負 担対象給付は、

K_T(K,X,0)=Σ NS Σ NKKK(K,NS,NK,1,X)

K_T(K,X,1)=Σ NS Σ NK(KK(K,NS,NK,1,X)*R(K,X))

と推計 している。
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給付水準調整期間及び

給付水準調整後の給付費等の将来推計

ここでは、年金財政の均衡を図るために行われる、マクロ経済スライ ドによる

給付水準を自動調整する期間の推計方法について解説する。

具体的には、国民年金、厚生年金それぞれにおいて、給付水準調整前の給付費

等に対 して、ある年度までマクロ経済スライ ドの適用を続けた場合の給付水準調

整害1合 を乗 じることにより、給付水準調整後の給付費等を算出 し、それをもとに

作成 した財政見通 しにおいて財政均衡期間の終期]における積立度合が支出の 1年

分以 上となるかどうかを確認することにより、何年間マクロ経済スライ ドの適用

を続ける必要があるか推計|^す るものである。

以下では、説明が煩雑になることを避けるため、 i過 去の物価スライ ド特例の処

理等の附随的な事項は捨象 して1任計の基本的な骨格を述べる。

'1.マ クロ経済スライ ドによる給付水準の調整

(1)本来の年金スライ ドの仕組み
マクロ経済スライ ドによる給付水準調整について解説する前に、本来の年

金スライ ドについて解説する。

公的年金のスライ ドの原則は、65歳 で年金を受け取 り始めるときの1■金
(新規裁定年金 )の水準は、前年度における現役の被保険者の 1人 当た り賃
金 (可処分所得)の 水準に応 じてスライ ドし、受給Dl始後の年金 (既裁定年
金)の水準は、前年の物価水準に応 じてスライ ドするとい う考え方を晃本 と
している。ただ し、実質賃金上昇分の年金スライ ドヘの反映については、実

績の変動をならすために 3年平均をとることとしていることから、年金の受

給開始後 も 67歳 までスライ ド率に賃金 L昇 を反映させることにより、実質
的に 65歳到達の前年度の賃金水準を年金額に反映させる仕組み となってい

る。

以下では、

CH(N):N-1イ「度～Nキ 1年度の実質可処分所得上昇率の平均 (3乗 llt)

CPI(N):N年 の物価上昇率 (N年の消費者物価指数/(N-1)年の消費者物価指数)

とする。なお、以下では、簡単のため、CH(N)及 び CPI(N)は 1以上の値 (百

分率においてはマイナスとならない)と する。このときの各午齢の N年度に
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おける年金額は、

新規裁定年金額 (65歳 ) = 前年度の新規裁定年金額
× CH(N-3)×  CPI(N-1)

既裁定年金額 (66、 67歳)= 各受給者の前年度の年金額
× CH(N-3)× CPI(N-1)

既裁定年金額 (68歳 ～) = 各受給者の前年度の年金額
× CPI(N-1)

となる。

(2)給付水準調整期間中の年金スライ ド
給付水準調整月:間 中は、公的年金被保険者総数の減少率の実績 と平均余命

の伸び率を勘案 して設定 した一定率 (0.3%)に 基づいて当該年度における
スライ ド調整率を設定 し、スライ ド調整率に相当する分、年金の伸び率を抑

制することとされている。

以下では、スライ ド調整率 010(N)を

劇10(N):N-1年度～ヽ +1年度の公的年金被保険者総数の対li年変化率の1二均 (3乗根)× 0.997

とする。このときの各年齢の N年度における給付水準調整期間中の年金額は、

新規裁定年金額 (65歳 )

= 前年度の新規裁定年金額
× max(C11(N-3)× CI)I(N-1)× CI10(N-3),1)

既裁定年金額 (66、 67歳 )

= 各受給者の前年度の年金額
× llla x(CII(N-3)× CPI(Nl)× c110(N-3),1)

既裁定年金額 (68歳 ～ )

= 各受給者の前年度の年金額
×max(CPI(N-1)× Cl]0(N-3),1)

となる。なお、maxを とるのは、賃金水準や物価水準が上昇 した場合でも、

機械的にスライ ド調整率を減ずると年金の改定率がマイナスとなる場合に

は、年金の名 日額を引き下げないこととされていることによるものである。

(3)年度、年齢別の調整率の計算
給付水準調整は 2005年度より行 うこととされているが、K年度まで給付水

準調整を続けた場合、2005年度以降の年金給付が年度 (N)月 1、 受給者の年

齢 (X)別 に、給付水準を維持 した場合 と比べ、どれだけ nfnl整 されているか

を計算する。
`以
下、K年度まで給付水準調整を続けた場合の年度 (N)男 J、 受給者の年齢
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(X)別の給付費の調整前の給付費に対・する比率を R(K,N,X)と する。すなわ

ち、

R(K,N,X)=          
｀

この R(K,N,X)は 、給付水準調整中の年金改定率が (2)の ように設定される
ことに基づき、次のように Kについて帰納的に算出される。

O K=2005
R(2005,N,X)

l               (N≦ 2004の とき)

max(CH(2002)× CPI(2004)x CHO(2002),1)

CH(2002)× CPI(2004)

(N≧ 2005かつ X≦ 67+(N-2005)の とき)

lna x(CPI(2004)× CHO(2002),1)

CPI(2004)
(上記以外の とき )

O K≧ 2006 の場合
R(K,N,X)=

R (K- 1, N, X) (N<K のとき)

R(K-1, N,X)

|(CII(K-3)x CPI(K-1)× CHO(K-3),1)
×翌堅

CH(K-3)x CPI(K-1)

(N≧ Kかつ X≦ 67+(N― K)の とき)

〈
口
場の
　
〓

R(K

×

-1,N,X)

max(CPI(K-1)× CHO(K-3),1)

CPI(K-1)
(上記以外の とき)
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2.給付水準調整を行つた場合の各年度の給付費等の推計

厚生年金及び国民年金において、給付水準調整後の各年度の収支状況を作成す

るためには、 1.(3)に おいて推計 した R(K,N,X)を用いて給付費等の年度間値
を推計する必要があるため、以下ではこの推計方法について解説する。  

｀

○厚生年金

KYU2(N,X)  :N年度末における満 X歳 の給付水準調整前の厚生年金
の報酬比例部分の給付費

N年度末における満 X歳の給付水準調整前の厚生年金

の基礎年金拠出金

N年度末における満 X歳の給付水準調整前の厚生年金

の経過的国庫負担

N年度末における満 X歳の給付水準調整前の厚生年金
の基礎年金拠出金に対する国庫負担

R(KEl,N,X)  :基 礎年金部分の給付水4t調整割合
R(KE2,N,X)  :報 酬比例部分の給付水準調整学「1合

とすると、給付水準調整後における年度末値の各給付費及び国庫負担額はそ

れぞれ

。給付水準調整後の N年度末における満 X歳の厚生旬■金の報 llll比例部分の

給付費

=KYU2(N,X)× R(KE2,N,X)
・給付水準調整後の N年度末における満 X歳の厚生年金の基礎年金拠出金

=KYOS2(N,X)×  R(KEl,N,X)                   .
・給付水準調整後の N年度末における満 X歳の厚生年金の経 i邑的国庫負担

=KOKK02(N,X)×  R(KE2,N,X)
。給付水準調整後の N年度末における満 X歳の厚生年金の基礎年金拠出金

に対する国庫負担

= KYOSKOKK02(N,X)×  R(KEl,N,X)

となる。なお、KEl及び KE2を決めるための推計方法については、次の 3.

において詳細に解説するが、一般的には、基礎年金部分の給付水準調整期]間

と報酬比例部分の給付水準調整期間は必ず しも一致するものではなく、ここ

では基礎年金部分については KEl年度まで、一方、報酬比例部分については

KE2年度まで給付水準調整を行 うと仮定する。

年度間値の推計については、厚生年金の報 lllll比例部分の給付費を例に解説

することとするが (他 も同様 )、

KYOS2(N,X)

KOKK02(N,X)

KYOSKOKK02(N,X)
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T(N,X)   :N年 度末における満 X歳の厚生年金の報 LIlll比例部分
の給付水準調整後の給付費

(=KYU2(N,X)×  R(KE2,N,X))

D(N,X)   :N年 度における N年度末に満 X歳 の厚生年金の報酬
比 lbll部分の給付水準調整後の給付費

RV(N,X)   :ス ライ ド調整がない とした場合における N年度末に
満 X歳の N年度の年金改定率

とすれば、前年度末の状況と当年度末の状況 とか ら、具体的には T(N-1,X-1)

及び T(N,X)か ら、支払時刃|も 考慮 し (2か 月分 )、 D(N,X)を

D(N,X)

=毛
ず
T鰤-1,X-1)          (前 年度の 2か月分 )

+3・旧,い

"釧

醐* )
(当 年度の前半 6か月分 )

+41T(N,X)          (当 旬■度の後半 4か月分 )

と推計 している。

○国民年金

KYUl(N,X)   :N年 度末における満 X歳の給付水準調整前の国民年金
の独 Fl給付費

KYOSl(N,X)   :N年 度末における満 X歳の給付水準調整前の国民年金
の基礎年金拠出金

KOKK01(N,X)  :N年 度末における満 X歳の給付水準調整前の国民年金
の独 自給付費に対する国庫負担

KYOSKOKK01(N,X):N年度末における満 X歳の給付水準調整前の国民年金
の基礎年金拠出金に対する ll・ l庫負担

FUKA(N)    :N年 度末における付加年金給付費
FUKAKOKKO(N)  :N年 度末における付加年金給付費に対する国庫負担
R(KEl,N,X)   :基礎年金部分の給付水準調整割合
とすると、給付水準調整後における年度末値の各給付費及び国庫負担額はそ

れぞれ

。N年度末における満 X歳 の国民年金の給付水準調整後の独自給付費
=KYUl(N,X)× R(KEl,N,65)

・N年度末における満 X歳の国民年金の給付水4t調整後の基礎年金拠出金

=KYOSl(N,X)×  R(KEl,N,X)
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。N年度末における満 X歳の国民年金の給付水準調整後の独 自給付費に対

する国庫負担

=KOKK01(N,X)× R(KEl,N,65)
。N年度末における満 X歳の国民年金の給付水準調整後の基礎年金拠出金

に対
・
する国庫負担

= KYOSKOKK01(N,X)×  R(KEl,N,X)

となる (付加年金はマクロ経済スライ ドによる調整を行わない )。 さらに、

これをもとに、年度問値を推計する必要があるが、推計方法については厚生

年金 と同様である。

以上述べた作業により、厚生年金、国民年金それぞれにおいて、給付水準調

整を行つた場合の有i度 (N)月ば、年齢 (X)月 1の 給付費等が算出され、さらに、

これ らを年齢 (X)に ついて足 し上げることにより、給付水準調整後の各年度

(N)における給付費等が推計 される。

3。 マクロ経済スライ ド́による給付水準調整期間の推計方法

マ クロ経済スライ ドによる給付水準調整期間を推計する方法を示 したのが第

4-1図 である。は じめに、国民年金の財政が均衡するように基礎年金部分の給
付水準を決定 し、次にこの基礎年金部分の給付水準を踏まえて、厚生年金の財政

が均衡するように報 lllll比例部分の給付水準を決定するとい う、 2段階に分けて推
計を行つている。 しかし、仮に、先に、厚生年金の財政が均衡するように、基礎
年金部分及び報 lllll比例部分の給付水準を決めるとすると、国民年金の員イ

‐
政が均衡

しない事態 とな りうるが、これは、国民年金財政は支出の大部分が基礎年金であ

るのに対 し、厚生年金財政は基礎年金及び報 lllll比例部分の「llli方 の支出があるため

である。

具体的には、国民年金法及び厚生年金保険法のそれぞれにおいて、保険料 (率 )

の上限が明記 され、その負担の範囲内で財政が均衡するよう給付水準調整を行 う

ことが規定 されているため、先に、国民年金財政が均衡するように基礎年金部分

の給付水準を決め、この基礎年金部分の給付水準を踏まえて厚生年金財政が均衡

するように報酬比例部分の給付水準を決めることにより、国民年金、厚生年金共

に財政の均衡を図ることが可能となるものである。

したがつて、基礎年金部分の給付水準調整期間と報酬比例部分の給付水準調整

期間は必ず しも一致するものではない。
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第 4-1図  給付水準調整期間の推計の流れ

〔STEPl〕 国民年金法第十六条の二の規定に基づき、国民年金財政において、財政均衡期間 (財

政検証を行う年からおおむね100年間)の終了時に給付の支給に支障が生じないようにするた

めに必要な積立金
(注 )を
保有しつつ均衡が保たれるように、基礎年全部分のマクロ経済スライ

ドの終了年度の見通しを決定。これにより、将来における基礎年金の水準の見通しが決まる。

〔STEP2〕 STEPlによる将来の基礎年金の水準を踏まえて、厚生年金保険法第二十四条の規定
に基づき、厚生年金財政において、財政均衡期間の終了時に給付の支給に支障が生じない

ようにするために必要な積立金
(注 )を
保有しつつ均衡が保たれるように、報酬比例部分のマク

ロ経済スライドの終了年度の見通しを決定。これにより、将来の給付水準 (所得代替率 )の見

通しが作成される。

loし たがって、T般的には、基礎年金のスライド調整期間と報酬比例部分のスライド調整期間は必 |
|  ずしも一致するわけではない。                            |
|○ 平成21年財政検証では、報酬比例部分のスライド調整期間は、基礎年全部分のスライド調整期

|

I   FE5cに りも短くな,6という見通しとな■)た。    ______― ―――――――――――――――――――――――――――|
(注 )平成21年財政検証においては、財政均衡期間を平成117(2105)年度までとし、「給付の支給に支障が生じない
ようにするために必要な積立金」の規模を支出の1年分としている。

(1)基礎年金部分の給付水準調整期間の推計
① 給付水準調整を行つた場合の国民年金財政の各年度の収入額、支出額、
年度末積立金の推計

国民年金財政が均衡す るための基礎年金部分の給付水準を推計するに

は、は じめに、毎年の拠出金算定対象者数及び保険料月額から推計される

保険料収人の額、また、 1.の 方法によりlfl_計 された給付水準調整後にお
ける独 自給付費、某礎年金拠出金、付加年金給付費、及びそれに応 じた国

庫負担額、さらにく積立金の初期値や運用利回 り等の前提に基づいて、各

年度の収入、支出、年度末積立金を推計す るZ、要がある。

各年度の当年度末の積立金については、

。当年度末の積立金

=前 年度末の積立金 十 当年度の収入額 ― 当年度の支出額
として推計 し、当年度の収入額の うち運用収入については、
。当年度の運用収入

=前年度末の積立金 × 当年度の運用利回 り
十 (当 年度の運用収入以外の収入額 一 当年度の支出額 )

×当年度の半期運用利回 り
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として推言|´ している。

② 基礎年全部分の給付水準調整期間の推計
基礎年金部分の給付水準調整期間の推計は、国民年金の財政がおおむね

100年間にわた り均衡を保つ ことができるよう調整することとされてお り、

今回の財政検証においては、2105年度の積立度合を 1、 すなわち(2105

年度初の積立金 (=2104年度末の積立金)が 2105年度の支出に一致する
水準まで給付水準を調整するとい う前提で推計を行っている。

推計を行 うに当たつては、給付水準調整を終了する年度 (K)を 、K=2005

から、K=2006、 K=2007、 …と増や していくが、1年ずつ増加 させるごとに、

①までの過程における各年度の収入、支出、年度末積立金を推計するとしヽ

つた計算を繰 り返 し、2105年 度の積立度合が初めて 1を超える年度が、基

礎年全部分における給付水準調整終了年度 (KElと する)と なる。

なお、給付水準調整終了年度 (KEl年度)においては、国民年金の 2105

年度の積立度合が正確に 1と なるように、KEl年度に適用されるスライ ド

調整率 (CHO(KEl-3))を 設定 し直 してKEl年度まで給付水準調整 した場合
の各年度 (N)、 年齢 (X)別 の給付費等の給付水準調整前の給付費等に対

する最終的な比率を算定 している (010(KEl-3)を設定 し直す ことにより、

国民年金の 2105年度の積立度合が正確に 1と なる最終的な R(KEl,N,X)を

算定 し、それを改めて共礎午金部分の給付水準調整割合 Rl(KEl,N,X)と す

る。)。

2)報酬比例部分の給付水準調整期間の推計
次に、厚生年金財政が均衡す るための報酬比例部分の給付水準 plnl整期間を

1雀計する。具体的には、国民年金財政が均衡するための基礎年金部分の給付

水準調整害1合 (Rl(KEl,N,X))を 踏まえた基礎年金拠出金等をもとに、国民

午金財政が均衡するための基礎年金部分における給付水準の推計 と同様、厚

生年金の 2105年度の積立度合が正確に 1と なるように報 llllI比例部分の給付

水準調整終了年度 (KE2と する)及び給付水準調整割合 (R2(KE2,N,X)と する)

を定めている (R(K,N,X)の 変数 Kを 1年ずつ増やすごとに厚生年金の収支状

況を推計 し、2105年度の積立度合が初めて 1を超える年度を KE2と 定め、次

に、KE2年度に適用 されるスライ ド調整率 (CHO(KE2-3))を 設定 し直すこと
により、2105年度の積立度合が正確に 1と なる最終的な R(KE2,N,X)を 算定
し、それを改めて R2(KE2,N,X)と するなどして報 131111比例部分の給付水準調整

害J合 を定める。)。
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